
町 村 週 報1　平成22年 1 月25日 第2706号
昭和29年１月30日
第三種郵便物認可（ ）

発行所 全国町村会 〒100-0014 東京都千代田区永田町1丁目11番35号：電話03-3581-0486　FAX03-3580-5955
発行人 山中昭栄：定価1部40円・年間1,500円（税、送料含む）　振替口座00110-8-47697　　　http://www.zck.or.jp

町村の購読料は会費
の中に含まれております

毎週月曜日発行

（ ）
2706号

も く じも く じ

○写真募集○● ●○写真キャプション○● ●

　

国
土
交
通
省
の
『
地
域
振
興
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
制

度
』
が
二
十
二
年
の
幕
を
閉
じ
る
。
こ
の
問
題
に

つ
い
て
は
、
す
で
に
当
欄
で
、
宮
口
先
生
が
制
度

存
続
に
向
け
て
の
熱
い
思
い
を
述
べ
ら
れ
て
い
る

の
で
あ
る
が
、
私
も
二
十
二
年
間
、
欠
か
さ
ず
に

ア
ド
バ
イ
ザ
ー
に
携
わ
っ
て
き
た
者
と
し
て
、
別

の
角
度
か
ら
思
い
を
述
べ
る
こ
と
を
お
許
し
い
た

だ
き
た
い
。

　

地
域
振
興
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
は
、
多
く
の
同
様
の

制
度
の
草
分
け
と
し
て
、
昭
和
六
三
年
か
ら
始
ま

り
、
今
日
ま
で
、
延
べ
四
百
に
及
ぶ
市
町
村
に
ア

ド
バ
イ
ザ
ー
派
遣
が
行
わ
れ
て
き
た
。
こ
の
事
業

の
最
大
の
成
果
は
、ア
ド
バ
イ
ザ
ー
と
地
域
住
民
、

市
町
村
の
職
員
、
そ
し
て
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
同
士
の

交
流
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
が
で
き
た
こ
と
に
あ
る
。

こ
の
豊
か
な
蓄
積
の
上
に
全
国
様
々
な
地
域
で
草

の
根
的
に
ま
ち
づ
く
り
が
進
め
ら
れ
て
き
た
と

い
っ
て
も
過
言
で
は
な
い
と
思
っ
て
い
る
。
こ
れ

を
き
っ
か
け
に
地
域
の
ま
ち
づ
く
り
が
活
発
に
な

り
、
住
民
主
体
の
さ
ま
ざ
ま
な
活
動
が
行
わ
れ
て

き
た
。そ
の
中
で
目
覚
め
た
住
民
や
行
政
職
員
が
、

そ
の
後
、
時
に
自
ら
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
と
し
て
他
の

地
域
に
派
遣
さ
れ
、
ま
た
自
治
体
の
首
長
に
就
任

し
た
例
も
少
な
く
な
い
。

　

国
家
公
務
員
の
意
識
改
革
の
面
で
も
一
定
の
成

果
が
上
げ
た
も
の
と
思
わ
れ
る
。
発
足
当
時
の
国

土
庁
は
、
政
策
官
庁
と
し
て
現
場
と
の
か
か
わ
り

を
持
た
な
か
っ
た
が
、こ
の
事
業
に
よ
っ
て
職
員
自

ら
が
地
域
に
入
り
、住
民
と
直
に
接
す
る
こ
と
で
、

意
識
が
大
き
く
変
わ
っ
て
い
っ
た
。「
高
速
道
路

の
橋
脚
一
本
の
建
設
費
で
、
全
国
二
十
か
所
で
こ

ん
な
事
業
が
展
開
で
き
る
こ
と
に
驚
い
た
。」と
い

う
、当
時
、建
設
省
出
身
の
国
土
庁
職
員
の
感
想
に

も
そ
の
片
鱗
を
覗
う
こ
と
が
で
き
る
。
ま
さ
に
民

主
党
の
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
に
い
う『
コ
ン
ク
リ
ー
ト
か

ら
人
へ
』を
先
取
り
す
る
よ
う
な
事
業
で
あ
っ
た
。

　

長
野
県
飯
田
市
で
は
、
若
手
の
職
員
に
公
民
館

勤
務
を
経
験
さ
せ
、そ
の
中
で「
地
域
の
課
題
を
発

掘
し
、
太
い
パ
イ
プ
を
使
わ
ず
に
そ
れ
を
解
決
す

る
」
こ
と
を
課
し
て
き
た
。『
草
の
根
民
主
主
義
』

を
体
得
す
る
試
み
で
あ
る
。
民
主
党
も
地
方
の
実

情
に
疎
い
と
い
わ
れ
る
一
年
生
議
員
の
研
修
プ
ロ

グ
ラ
ム
と
し
て
、こ
の
よ
う
な
現
場
体
験
が
必
要
な

の
で
は
な
い
か
。そ
の
た
め
に
こ
の
ア
ド
バ
イ
ザ
ー

制
度
を
復
活
さ
せ
、
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
に
加
わ
る
こ

と
を
考
え
て
み
ら
れ
て
は
い
か
が
だ
ろ
う
か
。

庭
田
植
え
（
岩
手
県
奥
州
市
旧
胆
沢
町
）

岩手県奥州市、旧胆沢町。一面が雪にお
おわれる小正月に、今年もまた庭田植え
の風景を見る。一年の農作業の始まりを
告げる儀式の一環で、東北地方に広く分
布するという。しめ縄をはって御幣を立
てた神田に、稲の苗に見立てた藁を植え
ていく。早乙女たちの雪踏みしめる足音
を聞きながら、今年も秋の豊作を祈る。
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す
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に
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政 策

解解 説説

平
成
22
年
度
関
係
省
庁
予
算

平
成
22
年
度
関
係
省
庁
予
算

地
方
財
政
対
策
等
関
係
予
算
・
施
策
の
概
要

地
方
財
政
対
策
等
関
係
予
算
・
施
策
の
概
要

　

政
府
は
、昨
年
12
月
25
日
の
臨
時
閣
議
に
お
い
て
、

平
成
22
年
度
予
算
案
を
決
定
し
た
。
一
般
会
計
の
総

額
は
、
21
年
度
当
初
予
算
比
4
・
2
％
増
の
92
兆
2
、

9
9
2
億
円
。
子
ど
も
手
当
創
設
な
ど
衆
院
選
マ
ニ

フ
ェ
ス
ト
（
政
権
公
約
）
関
連
施
策
を
盛
り
込
ん
だ

た
め
、
初
め
て
90
兆
円
の
大
台
を
突
破
し
た
。

　

政
策
的
経
費
で
あ
る
一
般
歳
出
は
、
53
兆
4
、
5

4
2
億
円
で
前
年
度
比
3
・
3
％
の
増
加
。
鳩
山
政

権
が
掲
げ
る
「
コ
ン
ク
リ
ー
ト
か
ら
人
へ
」
の
方
針

を
反
映
し
、
公
共
事
業
関
係
費
が
18
・
3
％
減
の
5

兆
7
、
7
3
1
億
円
と
な
る
一
方
、
社
会
保
障
関
係

費
が
9
・
8
％
増
の
27
兆
2
、
6
8
6
億
円
と
、
一

般
歳
出
に
占
め
る
割
合
が
初
め
て
50
％
を
超
え
た
。

こ
の
ほ
か
、
文
教
・
科
学
振
興
費
、
食
料
安
定
供
給

関
係
費
な
ど
も
増
額
と
な
り
、
歳
出
規
模
は
過
去
最

大
に
脹
ら
ん
だ
。

　

一
方
、
歳
入
で
は
、
税
収
が
18
・
9
％
減
の
37
兆

3
、
9
6
0
億
円
と
大
き
く
落
ち
込
み
、
25
年
ぶ
り

に
40
兆
円
を
割
り
込
ん
だ
。
財
源
不
足
を
補
う
た
め

に
、
特
別
会
計
の
積
立
金
・
剰
余
金
な
ど
を
活
用
し
、

10
兆
6
、
0
0
2
億
円
（
前
年
度
比
15
・
8
％
増
）

の
税
外
収
入
を
確
保
し
た
も
の
の
、
新
規
国
債
発
行

額
は
33
・
1
％
増
の
44
兆
3
、
0
3
0
億
円
に
達
し
、

公
債
依
存
度
は
21
年
度
当
初
予
算
の
37
・
6
％
か
ら

48
・
0
％
へ
と
大
幅
に
悪
化
し
た
。
こ
う
し
た
財
源

不
足
の
影
響
に
よ
り
、
中
学
生
以
下
の
子
ど
も
1
人

当
た
り
月
額
1
万
3
、
0
0
0
円
を
支
給
す
る
子
ど

も
手
当
は
、
暫
定
的
に
児
童
手
当
分
5
、
0
0
0
億

円
程
度
を
地
方
・
事
業
主
負
担
と
す
る
な
ど
、
民
主

党
が
掲
げ
た
衆
院
選
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
は
一
部
修
正
を

余
儀
な
く
さ
れ
た
。

　

ま
た
、
平
成
22
年
度
の
地
方
財
政
対
策
は
、
政
府

予
算
編
成
の
決
定
を
前
に
、
12
月
23
日
、
原
口
総
務

相
と
藤
井
財
務
相
（
当
時
）
が
閣
僚
折
衝
を
行
い
決

着
し
た
。
地
方
財
政
計
画
の
全
体
規
模
は
、
前
年
度

比
0
・
5
％
減
の
82
兆
1
、
2
0
0
億
円
で
、
2
年

連
続
の
減
額
。
公
債
費
を
除
く
政
策
的
経
費
で
あ
る

一
般
歳
出
は
0
・
2
％
増
の
66
兆
3
、
2
0
0
億
円

と
な
っ
た
。
今
回
の
地
方
財
政
計
画
で
は
、
既
定
の

加
算
と
は
別
枠
で
地
方
交
付
税
を
1
・
1
兆
円
増
額
。

「
地
域
活
性
化
・
雇
用
等
臨
時
特
例
費
」
と
し
て
、

当
面
の
地
方
単
独
事
業
の
実
施
等
に
必
要
な
歳
出
を

確
保
し
た
。こ
れ
を
含
め
た
地
方
交
付
税
の
総
額
は
、

地
方
自
治
体
に
配
分
す
る
出
口
ベ
ー
ス
で
本
年
度
比

1
兆
7
3
3
億
円
増
の
16
兆
8
、
9
3
5
億
円
で
3

年
連
続
の
増
加
。
こ
れ
に
地
方
税
、
地
方
譲
与
税
、

臨
時
財
政
対
策
債
等
を
加
え
た
地
方
一
般
財
源
総
額

は
、
0
・
6
％
増
の
59
兆
4
、
1
0
3
億
円
と
な
っ

た
。
な
お
、
地
方
の
財
源
不
足
額
を
補
う
た
め
に
発

行
す
る
臨
時
財
政
対
策
債
が
急
増
し
た
こ
と
に
対
処

す
る
た
め
、
一
般
市
町
村
に
つ
い
て
は
原
則
と
し
て

全
額
公
的
資
金
を
配
分
す
る
こ
と
と
し
た
ほ
か
、
財

政
力
の
弱
い
地
方
公
共
団
体
に
配
慮
し
、
財
源
調
整

機
能
を
強
化
す
る
観
点
か
ら
、
各
地
方
公
共
団
体
に

お
け
る
発
行
可
能
額
の
算
出
方
法
を
見
直
し
た
。

　

22
年
度
の
地
方
財
政
対
策
が
決
着
し
た
こ
と
を
受

け
、
全
国
町
村
会
（
会
長
・
山
本
文
男
福
岡
県
添
田

町
長
）
な
ど
地
方
六
団
体
は
、
臨
時
財
政
対
策
債
な

ど
を
合
わ
せ
た
実
質
的
な
地
方
交
付
税
額
が
約
3
・

6
兆
円
増
額
さ
れ
た
こ
と
に
つ
い
て
、「
我
々
地
方

が
か
ね
て
よ
り
強
く
訴
え
て
き
た
地
方
交
付
税
の
復

元
・
増
額
の
要
請
に
応
え
た
も
の
で
あ
り
、
高
く
評

価
す
る
」
と
記
し
た
共
同
声
明
を
発
表
し
た
。
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平成22年度一般会計歳入歳出概算

平成22年度一般会計歳出概算主要経費別内訳

区　　　　　　　　分 平成21年度予算額
（当初）（A）

平成22年度
概算額（B）

比較増△減額
（B－A） 伸　率 備　　　　考

歳 入 ％

1．租 税 及 印 紙 収 入 461,030 373,960 △87,070 △18.9

2．そ の 他 収 入 91,510 106,002 14,492 15.8

3．公 債 金 332,940 443,030 110,090 33.1

合 計 885,480 922,992 37,512 4.2

歳 出

1．国 債 費 202,437 206,491 4,053 2.0

2．地 方 交 付 税 交 付 金 等 165,733 174,777 9,044 5.5

3．一 般 歳 出 517,310 534,542 17,233 3.3

計 885,480 915,810 30,330 3.4

4．平成20年度決算不足補てん繰戻 － 7,182 7,182 －

合 計 885,480 922,992 37,512 4.2

（単位　億円）

（単位　億円）

（注１）計数整理等の結果、異動を生ずることがある。
（注２）計数については、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは合致しないものがある。

事　　　　　　　　項 平成21年度予算額
（当初）（A）

平成22年度
概算額（B）

比較増△減額
（B－A） 伸　率 備　　　　考

％

社 会 保 障 関 係 費 248,344 272,686 24,342 9.8

文 教 及 び 科 学 振 興 費 53,104 55,860 2,756 5.2

国 債 費 202,437 206,491 4,053 2.0

恩 給 関 係 費 7,872 7,144 △729 △9.3

地 方 交 付 税 交 付 金 等 165,733 174,777 9,044 5.5

防 衛 関 係 費 47,741 47,903 162 0.3

公 共 事 業 関 係 費 70,701 57,731 △12,970 △18.3

経 済 協 力 費 6,295 5,822 △474 △7.5

中 小 企 業 対 策 費 1,890 1,911 21 1.1

エ ネ ル ギ ー 対 策 費 8,562 8,420 △142 △1.7

食 料 安 定 供 給 関 係 費 8,659 11,599 2,940 33.9

そ の 他 の 事 項 経 費 50,642 51,968 1,327 2.6

経済危機対応・地域活性化予備費 － 10,000 10,000 －

経 済 緊 急 対 応 予 備 費 10,000 － △10,000 －

予 備 費 3,500 3,500 0 0.0

計 885,480 915,810 30,330 3.4

平成 20 年度決算不足補てん繰戻 － 7,182 7,182 －

合 計 885,480 922,992 37,512 4.2



町 村 週 報（第三種郵便物認可） 平成22年 1 月25日　4第2706号

政 策

特 集特 集 平成22年度　関係省庁予算

地方財政対策と総務省地方財政対策と総務省地方財政対策と総務省
－地方自治関係予算・施策の概要－

特 集 平成22年度　関係省庁予算

－地方自治関係予算・施策の概要－

平
成
22
年
度地

方
財
政
対
策
の
概
要

　

平
成
22
年
度
地
方
財
政
対
策
は
12
月
23

日
、
菅
副
総
理
（
国
家
戦
略
担
当
大
臣
）、

原
口
総
務
大
臣
及
び
藤
井
財
務
大
臣
の
折

衝
で
大
枠
が
合
意
さ
れ
、
12
月
25
日
に
平

成
22
年
度
予
算
案
が
閣
議
決
定
さ
れ
た
。

　

地
方
財
政
計
画
の
規
模
は
、
82
兆
1
、

2
0
0
億
円
程
度
（
前
年
度
比
0
・
5
％
、

4
、
3
0
0
億
円
程
度
減
）
と
な
り
、
対

前
年
度
で
は
減
少
し
た
。
ま
た
、
地
方
一

般
歳
出
は
、
66
兆
3
、
2
0
0
億
円
程
度

（
同
0
・
2
％
、
1
、
1
0
0
億
円
程
度
増
）

が
確
保
さ
れ
た
。

　

地
方
一
般
財
源
総
額
は
、
59
兆
4
、
1

0
3
億
円
（
同
0
・
6
％
、
3
、
3
1
7

億
円
増
）
と
な
っ
た
。
こ
の
う
ち
、
地
方

税
は
32
兆
5
、
0
9
6
億
円
と
前
年
度
に

比
べ
3
兆
6
、
7
6
4
億
円
の
減
収
が
見

込
ま
れ
て
い
る
。

　

地
方
交
付
税
は
16
兆
8
、
9
3
5
億
円

（
同
6
・
8
％
、
1
兆
7
3
3
億
円
増
）

と
な
っ
た
。
16
兆
円
台
に
乗
る
の
は
平
成

17
年
度
以
来
5
年
ぶ
り
。
前
年
度
よ
り
1

兆
円
以
上
増
え
る
の
は
、
平
成
11
年
度
以

来
11
年
ぶ
り
と
な
る
。

　

ま
た
、
地
方
交
付
税
と
臨
時
財
政
対
策

債
7
兆
7
、
0
6
9
億
円
（
同
49
・
7
％
、

2
兆
5
、
5
8
3
億
円
増
）
を
合
わ
せ
た

実
質
的
な
地
方
交
付
税
は
、
24
兆
6
、
0

0
4
億
円
（
同
17
・
3
％
、
3
兆
6
、
3

1
6
億
円
増
）
と
過
去
最
高
と
な
っ
た
。

　

総
務
省
や
地
方
が
求
め
て
い
た
国
税
5

税
の
約
3
割
を
交
付
税
に
充
て
る
法
定
率

の
引
き
上
げ
は
、
国
税
収
入
の
大
幅
な
落

ち
込
み
で
実
現
し
な
か
っ
た
が
、
厳
し
い

地
方
財
政
に
配
慮
し
「
地
域
活
性
化
・
雇

用
等
臨
時
特
例
費
」（
仮
称
）
9
、
8
5

0
億
円
を
別
枠
加
算
す
る
な
ど
、
地
方
交

付
税
の
総
額
を
出
口
ベ
ー
ス
で
1
・
1
兆

円
増
や
し
た
。

　
「
地
域
活
性
化
・
雇
用
等
臨
時
特
例
費
」

（
仮
称
）
は
、
平
成
22
年
度
単
年
度
の
措

置
で
、
当
面
の
地
方
単
独
事
業
等
の
実
施

に
必
要
な
歳
出
を
計
上
し
、
地
域
の
ニ
ー

ズ
に
適
切
に
応
え
ら
れ
る
よ
う
活
用
す
る

こ
と
と
さ
れ
た
。
な
お
、
平
成
21
年
度
に

設
け
ら
れ
た
5
、
0
0
0
億
円
の
「
地
域

雇
用
創
出
推
進
費
」
は
廃
止
さ
れ
た
。

　

財
源
不
足
額
は
過
去
最
高
の
18
兆
2
、

2
0
0
億
円
程
度
と
な
り
、
国
と
地
方
の

折
半
対
象
財
源
不
足
額
も
前
年
度
の
倍
近

い
10
兆
7
、
8
0
0
億
円
程
度
に
拡
大
し

た
。

　

こ
れ
ら
の
結
果
、
主
な
地
方
財
政
指
標

は
、
一
般
財
源
総
額
59
・
4
兆
円
（
前
年

度
比
0
・
6
％
増
）、
一
般
財
源
比
率

63
・
0
％
程
度
（
同
2
・
3
％
減
）、
地

方
債
依
存
度
16
・
4
％
程
度
（
同
2
・
1
％

増
、
臨
時
財
政
対
策
債
を
含
む
）、
地
方

の
借
入
金
残
高
2
0
0
兆
円
程
度
、
交
付

税
特
別
会
計
借
入
金
残
高
33
・
6
兆
円
程

度
と
な
る
。

【
平
成
22
年
度
地
方
税
制
改
正
】

　

政
府
の
税
制
調
査
会
は
、
12
月
22
日
、

平
成
22
年
度
税
制
改
正
大
綱
を
取
り
ま
と

め
た
。
同
大
綱
で
は
、
納
税
者
の
立
場
に

立
っ
て「
公
正
・
透
明
・
納
得
」の
三
原
則
を

常
に
基
本
と
す
る
こ
と
、
地
域
主
権
を
確

立
す
る
た
め
の
税
制
を
構
築
す
る
こ
と
等

を
基
本
的
考
え
方（
税
制
改
革
の
視
点
）と

し
、税
制
改
正
プ
ロ
セ
ス
を
透
明
化
す
る
と

と
も
に
、
税
制
に
お
け
る
既
得
権
益
を
一

掃
す
る
た
め
、
国
及
び
地
方
の
政
策
税
制

措
置
に
つ
い
て
、今
後
4
年
間
で
ゼ
ロ
ベ
ー

ス
か
ら
の
見
直
し
を
行
う
と
し
て
い
る
。

　

同
大
綱
の
地
方
税
関
係
で
は
、「
個
人

住
民
税
」
に
つ
い
て
、
税
体
系
上
の
整
合

性
の
観
点
等
か
ら
、
所
得
税
と
同
様
に
、

年
少
扶
養
親
族
（
0
〜
15
歳
）
に
対
す
る

扶
養
控
除
（
33
万
円
）
及
び
16
歳
か
ら
18

歳
ま
で
の
特
定
扶
養
親
族
に
対
す
る
扶
養

控
除
の
上
乗
せ
部
分
（
12
万
円
）
を
廃
止

す
る
と
し
て
い
る
。

　
「
暫
定
税
率
」
に
つ
い
て
は
、
現
行
の

10
年
間
の
暫
定
税
率
は
廃
止
す
る
と
し
た

上
で
、
①
原
油
価
格
等
が
安
定
的
に
推
移

し
て
い
る
こ
と
、
②
地
球
温
暖
化
対
策
と

の
関
係
に
留
意
す
る
必
要
が
あ
る
こ
と
、

③
急
激
な
税
収
の
落
ち
込
み
に
よ
り
財
政

事
情
も
非
常
に
厳
し
い
状
況
に
あ
る
こ
と

か
ら
、
当
分
の
間
、
現
在
の
税
率
水
準
を

維
持
す
る
と
し
た
。
た
だ
し
、
燃
料
課
税

に
つ
い
て
、
原
油
価
格
の
異
常
な
高
騰
が

⎩―⎧

⎩―⎧
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続
い
た
場
合
に
は
、
本
則
税
率
を
上
回
る

部
分
の
課
税
を
停
止
で
き
る
よ
う
な
法
的

措
置
を
講
ず
る
と
し
た
。
な
お
、
自
動
車

重
量
税
は
、
暫
定
税
率
に
よ
る
上
乗
せ
分

の
国
分
の
2
分
の
1
に
相
当
す
る
規
模
の

税
負
担
軽
減
を
行
う
と
さ
れ
た
こ
と
か

ら
、
地
方
に
減
収
が
生
じ
な
い
よ
う
、
自

動
車
重
量
譲
与
税
の
譲
与
割
合
を
3
分
の

1
か
ら
1
、
0
0
0
分
の
4
0
7
に
引
き

上
げ
る
と
し
て
い
る
。

　

ま
た
、「
地
球
温
暖
化
対
策
の
た
め
の

税
」
に
つ
い
て
は
、「
平
成
23
年
度
実
施

に
向
け
た
成
案
を
得
る
べ
く
、
更
に
検
討

を
す
す
め
る
」
と
さ
れ
た
。

　
「
た
ば
こ
税
の
税
率
」
に
つ
い
て
は
、

国
民
の
健
康
の
観
点
か
ら
、
た
ば
こ
の
消

費
を
抑
制
す
る
た
め
、将
来
に
向
か
っ
て
、

税
率
を
引
き
上
げ
て
い
く
必
要
が
あ
る
と

し
て
、
平
成
22
年
10
月
1
日
か
ら
1
本
あ

た
り
1
・
75
円
（
う
ち
、
市
町
村
た
ば
こ

税
1
・
32
円
）
の
引
き
上
げ
を
行
う
と
さ

れ
た
。
な
お
、
国
の
た
ば
こ
税
も
同
率
を

引
上
げ
る
こ
と
か
ら
、
合
わ
せ
て
3
・
5

円
の
引
き
上
げ
と
な
り
、
こ
れ
に
よ
り
5

円
程
度
の
価
格
上
昇
が
見
込
ま
れ
る
。

　
「
税
負
担
軽
減
措
置
等
の
見
直
し
」
に

つ
い
て
は
、
固
定
資
産
税
、
不
動
産
取
得

税
等
を
中
心
に
全
体
（
2
8
6
項
目
）
の

う
ち
、
90
項
目
を
見
直
し
た
結
果
、
拡
充

6
項
目
、
単
純
延
長
27
項
目
、
縮
減
10
項

目
、
廃
止
47
項
目
と
な
っ
た
。

【
地
方
債
計
画
】

　

平
成
22
年
度
地
方
債
計
画
は
、
極
め
て

厳
し
い
地
方
財
政
の
状
況
の
下
で
、
地
域

主
権
の
確
立
に
向
け
、
地
域
に
必
要
な

サ
ー
ビ
ス
を
確
実
に
提
供
で
き
る
よ
う
地

方
財
源
の
不
足
に
対
処
す
る
た
め
の
措
置

を
講
じ
る
と
と
も
に
、地
方
公
共
団
体
が
、

必
要
性
の
高
い
分
野
へ
の
重
点
的
な
投
資

を
行
え
る
よ
う
、
所
要
の
地
方
債
資
金
の

確
保
を
図
る
こ
と
と
し
て
策
定
し
て
い

る
。

　

な
お
、
平
成
22
年
度
か
ら
3
年
間
で
、

財
政
健
全
化
計
画
又
は
公
営
企
業
経
営
健

全
化
計
画
を
策
定
し
、
徹
底
し
た
行
政
改

革
・
経
営
改
革
を
行
う
地
方
公
共
団
体
を

対
象
に
、
1
・
1
兆
円
規
模
の
公
的
資
金

（
旧
資
金
運
用
部
資
金
、
旧
簡
易
生
命
保

険
資
金
、
旧
公
営
企
業
金
融
公
庫
資
金
）

の
補
償
金
免
除
繰
上
償
還
を
行
う
こ
と
と

し
、
そ
の
財
源
と
し
て
必
要
に
応
じ
借
換

債
を
発
行
で
き
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

　

平
成
22
年
度
地
方
債
の
総
額
は
15
兆

8
、
9
7
6
億
円
（
前
年
度
比
12
・
1
％
、

1
兆
7
、
1
3
2
億
円
増
）
で
、
こ
の
増

は
、
地
方
税
や
地
方
交
付
税
法
定
率
分
の

減
少
に
伴
い
拡
大
し
た
財
源
不
足
を
補
う

た
め
、
臨
時
財
政
対
策
債
が
膨
ら
む
こ
と

が
主
な
要
因
と
な
っ
て
い
る
。

　

普
通
会
計
分
は
13
兆
4
、
9
3
9
億
円

（
同
14
・
0
％
、1
兆
6
、6
1
0
億
円
増
）、

公
営
企
業
会
計
等
分
2
兆
4
、
0
3
7
億

円
（
同
2
・
2
％
、
5
2
2
億
円
増
）
と

な
っ
て
い
る
。
普
通
会
計
分
の
う
ち
、
投

資
事
業
関
連
の
通
常
分
は
4
兆
2
、
0
7

0
億
円
（
同
12
・
6
％
、
6
、
0
7
3
億

円
減
）、
収
支
不
足
を
埋
め
る
な
ど
の
特

別
分
と
し
て
、臨
時
財
政
対
策
債
7
兆
7
、

0
6
9
億
円
（
同
49
・
7
％
、
2
兆
5
、

5
8
3
億
円
増
）、
財
源
対
策
債
1
兆
7

0
0
億
円
（
同
17
・
1
％
、
2
、
2
0
0

億
円
減
）、
退
職
手
当
債
4
、
9
0
0
億

円
（
同
14
・
0
％
、
8
0
0
億
円
減
）
等

と
な
っ
て
い
る
。

【
平
成
22
年
度
主
要
施
策
等
】

・「
地
域
主
権
の
確
立　

地
域
力
の
創
造
・

地
方
の
再
生
」

　

①
「
地
域
か
ら
人
材
、
資
金
が
流
出
す

る
中
央
集
権
型
の
社
会
構
造
」
か
ら
「
地

域
の
自
給
力
と
創
富
力
を
高
め
る
地
域
主

権
型
社
会
」
へ
の
転
換
を
実
現
し
よ
う
と

す
る「
緑
の
分
権
改
革
」推
進
の
た
め
、1
・

6
億
円
、
②
「
定
住
自
立
圏
構
想
」
の
推

進
の
た
め
、
0
・
7
億
円
、
③
過
疎
地
域

の
維
持
・
再
生
に
向
け
た
ハ
ー
ド
・
ソ
フ

ト
両
面
に
わ
た
る
新
た
な
過
疎
対
策
の
推

進
な
ど
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
地
域
づ
く
り

の
た
め
、
6
・
6
億
円
を
計
上
し
た
。

・「
市
町
村
合
併
体
制
整
備
費
補
助
」

　

合
併
市
町
村
が
、
市
町
村
建
設
計
画
に

基
づ
い
て
行
う
事
業
に
対
す
る
補
助
と
し

て
54
億
円
を
計
上
し
た
。

・「
地
上
デ
ジ
タ
ル
放
送
へ
の
円
滑
な
移

行
」

　

地
上
デ
ジ
タ
ル
放
送
へ
の
円
滑
な
移
行

の
た
め
、
デ
ジ
タ
ル
放
送
受
信
に
関
す
る

相
談
体
制
の
強
化
、
受
信
機
器
の
購
入
支

援
、
電
波
が
届
か
な
い
過
疎
、
離
島
地
域

な
ど
で
の
支
援
、
共
同
ア
ン
テ
ナ
等
に
対

す
る
支
援
な
ど
、
必
要
な
環
境
整
備
・
支

援
を
実
施
す
る
た
め
、
2
4
9
・
5
億
円

を
計
上
し
た
。

・「
国
民
が
便
利
さ
を
実
感
で
き
る
Ｉ
Ｃ

Ｔ
利
活
用
の
促
進
」

　

教
育
・
環
境
・
医
療
・
福
祉
・
防
災
等

の
分
野
に
お
け
る
国
民
の
立
場
に
た
っ
た

Ｉ
Ｃ
Ｔ
利
活
用
を
促
進
す
る
取
り
組
み
の

強
化
に
よ
り
、
全
国
各
地
域
に
お
け
る
公

共
サ
ー
ビ
ス
水
準
の
向
上
や
地
域
再
生
を

目
指
す
と
と
も
に
、
国
民
本
位
の
電
子
政

府
・
電
子
自
治
体
の
実
現
に
向
け
て
取
り

組
む
た
め
、2
4
3
・
6
億
円
を
計
上
し
た
。

・「
消
防
防
災
体
制
の
整
備
促
進
及
び
救

急
救
命
体
制
の
充
実
」

　

消
防
防
災
施
設
の
整
備
促
進
、
消
防
の

広
域
化
を
は
じ
め
と
す
る
消
防
機
関
の
災

害
対
応
力
を
強
化
、
消
防
団
・
自
主
防
災

組
織
を
充
実
強
化
、
消
防
と
医
療
が
連
携

し
て
応
じ
る
窓
口
の
設
置
促
進
、
救
急
隊

員
が
行
う
救
急
業
務
を
高
度
化
、
新
型
イ

ン
フ
ル
エ
ン
ザ
対
策
の
推
進
の
た
め
、
1

0
7
・
2
億
円
を
計
上
し
た
。



町 村 週 報（第三種郵便物認可） 平成22年 1 月25日　6第2706号

政 策

平成22年度地方財政対策の概要

Ⅰ　平成22年度の地方財政の姿

①　地方財政計画の規模 82兆1,200億円程度（前年度比△4,300億円程度、△0.5％程度）

（参考）水準超経費を除いた場合　　　  81兆4,700億円程度（　 〃 　＋2,000億円程度、＋0.2％程度）

②　地方一般歳出 66兆3,200億円程度（　 〃 　＋1,100億円程度、＋0.2％程度）

（参考）地方一般歳出（給与関係経費除き）の総額

 44兆6,300億円程度（　 〃 　＋5,400億円程度、＋1.2％程度）

③　一般財源総額 59兆4,103億円程度（　 〃 　＋3,317億円程度、＋0.6％）

（参考）一般財源（水準超経費除き）の総額

 58兆7,600億円程度（　 〃 　＋9,600億円程度、＋1.7％程度）

④　実質的な地方交付税の総額 24兆6,004億円　　 （㉑20兆9,688億円、＋ 3兆6,316億円、＋17.3％）

⑤　地方交付税の総額 16兆8,935億円　　 （㉑15兆8,202億円、＋ 1兆733億円、＋6.8％）

⑥　財源不足額 18兆2,200億円程度（㉑10兆4,664億円）

（参考）折半対象財源不足額 10兆7,800億円程度（㉑ 5兆5,106億円）

※　財源不足額18兆2,200億円程度は過去最高（今までは⑮17兆3,767億円が最高）

Ⅱ　地方交付税の1.1兆円増額

・既定の加算とは「別枠」の加算等により地方交付税を1.1兆円増額

地域活性化・雇用等臨時特例費（仮称）　9,850億円

※　地域雇用創出推進費（㉑5,000億円）は廃止

○　「地域活性化・雇用等臨時特例費」（仮称）として、当面の地方単独事業等の実施に必要な歳出を計上し、地域のニーズに
適切に応えられるよう活用
○　既往の「地域雇用創出推進費」を廃止した上で、「地域活性化・雇用等臨時特例費」（仮称）を創設
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【参考】実質的な地方交付税総額の推移（兆円）

⑭ ⑮ ⑯ ⑰ ⑱ ⑲ ⑳ ㉑ ㉒
実質的な地方交付税 22.8 23.9 21.1 20.1 18.8 17.8 18.2 21.0 24.6

うち地方交付税 19.5 18.1 16.9 16.9 15.9 15.2 15.4 15.8 16.9
うち臨時財政対策債 3.2 5.9 4.2 3.2 2.9 2.6 2.8 5.1 7.7

Ⅲ　財源不足の補てん

平成22年度における財源不足　18兆2,200億円程度（㉑10兆4,664億円）

うち折半対象財源不足　10兆7,800億円程度（㉑ 5兆5,106億円）

○　平成22年度においては、地方が自由に使える財源を増やすため地方交付税を1.1兆円増額した上で、国と地方が折半して
財源不足を補てんするルールを引き続き適用して、以下のとおり財源不足を補てん
【折半対象前財源不足】 7 兆4,408億円
①　財源対策債の発行 1 兆700億円
②　地方交付税の増額による補てん 3 兆669億円
・⑳国税決算精算分の先送り 6,596億円
※　⑳国税決算精算分については、必要な地方交付税総額を確保する観点から全額を後年度に繰り延べ
・一般会計における加算措置（既往法定分） 7,561億円
・交付税特別会計の償還先送り 7,812億円
※　必要な地方交付税総額を確保する観点から、22年度に予定していた特別会計借入金の償還を後年度に繰り延べ
・特別会計剰余金の活用 3.700億円
・Ｈ20.12.18総務・財務両大臣覚書第 3項に基づく加算 5,000億円

③　臨時財政対策債の発行（既往債の元利償還金分等） 2 兆3,189億円
④　別枠の加算 9,850億円

【折半対象財源不足】 10兆7,760億円
①　地方交付税の増額による補てん（臨時財政対策加算） 5 兆3,880億円
②　臨時財政対策債の発行（臨時財政対策加算担当額） 5 兆3,880億円

Ⅳ　地方交付税の増額確保

実質的な地方交付税の総額　24兆6,004億円（前年度比　+ 3兆6,316億円、+17.3％）

地方交付税　　　16兆8,935億円（　 〃 　　+ 1兆733億円、+6.8％）

臨時財政対策債　 7兆7,069億円（　 〃 　　+ 2兆5,583億円、+49.7％）

①　地方交付税の法定率分等 7 兆4,536億円
※　国税 5税分の法定率分 9 兆5,530億円
※　国税決算精算分（⑨、⑩、⑳） △7,470億円
※　交付税特別会計借入金支払利子 △5,712億円
※　交付税特別会計借入金償還額 △7,812億円

②　一般会計における加算措置等 8 兆4,549億円
※　⑳国税決算精算分及び交付税特別会計償還の先送り 1 兆4,408億円
※　折半対象前財源不足における補てん（既往法定分等） 1 兆6,261億円
※　臨時財政対策加算 5 兆3,880億円

③　別枠による加算 9,850億円
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Ⅴ　地方財源の確保

一般財源総額　　　　　　　　　　　　　59兆4,103億円（前年度比　+3,317億円、+0.6％）

一般財源（水準超経費除き）の総額　　　58兆7,600億円程度（　〃　+9,600億円程度、+1.7％程度）

・地方税　　　　　　　　　　　　32兆5,096億円　　（前年度比　△ 3兆6,764億円）

　うち水準超経費相当額　　　　　　　6,500億円程度（前年度比　△6,300億円程度）

・地方譲与税　　　　　　　　　　 1兆9,171億円　　（前年度比　＋4,553億円）

・地方交付税　　　　　　　　　　16兆8,935億円　　（前年度比　＋ 1兆733億円）

・地方特例交付金　　　　　　　　　　3,832億円　　（前年度比　△788億円）

・臨時財政対策債　　　　　　　　 7兆7,069億円　　（前年度比　＋ 2兆5,583億円）

地方債総額　　　　　　　　　　　　　　 5兆7,870億円（前年度比　△8,973億円、△13.4％）

（参考）臨時財政対策債含み　　　　　　 13兆4,939億円（前年度比　＋ 1兆6,610億円、＋14.0％）

【通常債】　　　　　　　　　　　　 4兆7,170億円（前年度比△6,773億円）

【財源対策債】　　　　　　　　　　 1兆700億円　  （前年度比△2,200億円）

（参考）【臨時財政対策債】　　　　　 7兆7,069億円（前年度比＋ 2兆5,583億円）

Ⅵ　臨時財政対策債の急増への対応

　臨時財政対策債の急増に対処するため、前年度と同割合の公的資金を確保するとともに、財政力の弱い地方公共団体への配

慮の観点から、各地方公共団体における臨時財政対策債発行可能額の算出方法を見直し

○　一般市町村については原則として全額公的資金を配分するなど、地方公共団体の資金調達に配慮する方針

（参考）【臨時財政対策債】　　　　　　　　　 7兆7,100億円程度（前年度比　＋ 2兆5,600億円程度）

うち公的資金　　　　　　　　　　　 3兆600億円程度　（前年度比　＋ 1兆200億円程度）

・財政融資資金　　　　　　　　　　 2兆2,400億円程度（前年度比　＋6,900億円程度）

・地方公共団体金融機構資金　　　　　　8,300億円程度（前年度比　＋3,300億円程度）

○　財政力の弱い地方公共団体に配慮し、財源調整機能を強化する観点から、発行可能額の算出方法を見直し、全団体に配分

する現行方式（各団体の人口を基礎として算出）に加えて、不交付団体には配分しない新方式を導入
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Ⅶ　公債費負担対策

　財政健全化計画又は公営企業経営健全化計画を策定し、徹底した行政改革・経営改革を行う地方公共団体を対象に、平成22

年度から 3年間で1.1兆円規模の公的資金（旧資金運用部資金、旧簡易生命保険資金、旧公営企業金融公庫資金）の補償金免

除繰上償還を行い、高金利の地方債の公債費負担を2,400億円程度軽減（推計値）

１.　旧資金運用部資金及び旧簡易生命保険資金の繰上償還（H22 ～ H24）

対象地方債：普通会計債及び公営企業債（上水道、簡易水道、工業用水道、下水道、地下鉄、病院）の年利 5％以上の地

方債

対 象 団 体：年利段階に応じ、市町村合併、財政力指数、実質公債費比率、将来負担比率や公営企業資本費等に基づいて

段階的に設定

※財政力指数1.0以上の団体は対象外（ただし、臨時財政対策債振替前の基準財政需要額を用いて算出した

場合の数値が1.0未満の団体は対象）

○　旧資金運用部資金対象地方債残高　　　　6,200億円以内

○　旧簡易生命保険資金対象地方債残高　　　2,000億円以内

２.　旧公営企業金融公庫資金の繰上償還（H22 ～ H24）

対象地方債：普通会計債（公営住宅、旧臨時地方道、旧臨時河川等、旧臨時高校）及び公営企業債（上水道、簡易水道、

工業用水道、下水道、地下鉄）の年利 5％以上の地方債

対 象 団 体：年利段階に応じ、市町村合併、財政力指数、実質公債費比率、将来負担比率や公営企業資本費等に基づいて

段階的に設定

○　旧公営企業金融公庫資金対象地方債残高　3,200億円以内

Ⅷ　子ども手当の創設等

・平成23年度以降の子ども手当の費用負担等のあり方については、地域主権を進める観点等から「地域主権戦略会議」等で議論

・平成22年度分は、暫定的に子ども手当と児童手当を併給

○　子ども手当の費用負担のあり方については、平成22年度において、地域主権を進める観点等から、地方が主体的に実施す

るサービス給付等に係る国と地方の役割分担、経費負担のあり方と合わせて「地域主権戦略会議」等で議論

○　平成22年度分の子ども手当に関する暫定措置として、

・　子ども手当と児童手当を併給し、合わせて 1人につき月額13，000円を支給

・　子ども手当は全額国庫負担、児童手当については国、地方、事業主が負担

・　併給に伴う市町村の事務負担が生じないよう制度設計

※所得税・住民税の扶養控除の廃止等国民の負担増に伴う地方財政の増収分等については、平成22年度の検討を通じて、サー

ビス給付等に係る国と地方の役割分担、経費負担のあり方の見直しにより国と地方の負担調整等を行い、最終的には子ど

も手当の財源に活用されるよう制度設計
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Ⅸ　高校の実質無償化

　公立の高等学校については授業料を不徴収とし、私立学校の生徒については授業料の一定額を国費により助成（3,933億円）

○　公立高校については、設置者である地方公共団体が徴収していた授業料を国が肩代わりすることとし、地方公共団体に対

して、授業料相当額を国費により負担

○　私立学校の生徒については、高等学校等就学支援金として授業料について一定額を国費により都道府県が助成

Ⅹ　維持管理に係る負担金制度の廃止等

　直轄事業負担金制度の廃止への第一歩として、平成22年度から維持管理に係る負担金制度を廃止

○　経過措置として、平成22年度に限り、維持管理のうち特定の事業に要する費用について、その対象を明確にした上で、地

方から負担金（㉑1,735億円、㉒579億円）を徴収（平成23年度には維持管理経費負担金は全廃）

※　次期通常国会に、平成22年度から維持管理に係る負担金制度を廃止する法案を提出予定

○　直轄事業負担金の業務取扱費を全廃し、併せて公共事業に係る補助金の事務費も全廃

Ⅺ　自動車関係諸税の取扱い

　自動車重量税の税率の引下げに伴い地方に減収が生じないよう措置するとともに、自動車取得税に係る減収補てん特例交付

金を継続

○　自動車重量税の税率の引下げに伴い地方に減収が生じないように、自動車重量譲与税の地方への譲与割合を３分の１から

1000分の407に引上げ

○　平成21年度に創設された、自動車取得税に係る減収を補てんするための特例交付金（総額500億円）は平成22年度も継続

Ⅻ　平成21年度補正対策

　国税の減額補正に伴う地方交付税総額の減少（△ 2兆9,515億円）については、国の一般会計からの加算により全額を補てん

○　国税 5税の減額補正に伴う地方交付税の減少　 △ 2 兆9,515億円

○　国の一般会計からの加算　 ＋ 2 兆9,515億円

【国負担分】臨時財政対策加算　 ＋ 1 兆4,758億円

【地方負担分】臨時財政対策債振替加算　 ＋ 1 兆4,758億円

※　臨時財政対策債振替加算に相当する額については㉘から42までの交付税総額から減額
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一般財源総額

主な地方財政指標

59.4兆円（平㉑＝59.1兆円、＋0.6％）
（注）この場合の一般財源とは、地方税、地方交付税、臨時財政対策債、地方譲与税、地方特例交付金等の計である

一般財源比率

63.0％程度（平㉑＝65.3％）
（注）この場合の一般財源とは、地方税、地方交付税、地方譲与税、地方特例交付金等の計である

地方債依存度

16.4％程度（平㉑＝14.3％）
[臨時財政対策債を含む]

地方の借入金残高（平㉒末見込み）

200兆円程度（平㉑末見込み＝198兆円）

交付税特別会計借入金残高（平㉒末見込み）

33.6兆円程度（平㉑末見込み＝33.6兆円）

（平成22年 1 月16日現在）

都道府県 町 村 町村計 市 計 都道府県 町 村 町村計 市 計 都道府県 町 村 町村計 市 計

北 海 道 129 15 144 35 179 富 山 県 4 1 5 10 15 岡 山 県 10 2 12 15 27

青 森 県 22 8 30 10 40 石 川 県 9 0 9 10 19 広 島 県 9 0 9 14 23

岩 手 県 16 5 21 13 34 福 井 県 8 0 8 9 17 山 口 県 6 0 6 13 19

宮 城 県 21 1 22 13 35 長 野 県 24 35 59 19 78 徳 島 県 15 1 16 8 24

秋 田 県 9 3 12 13 25 岐 阜 県 19 2 21 21 42 香 川 県 9 0 9 8 17

山 形 県 19 3 22 13 35 静 岡 県 14 0 14 23 37 愛 媛 県 9 0 9 11 20

福 島 県 31 15 46 13 59 愛 知 県 22 2 24 36 60 高 知 県 17 6 23 11 34

茨 城 県 10 2 12 32 44 三 重 県 15 0 15 14 29 福 岡 県 32 4 36 28 64

栃 木 県 16 0 16 14 30 滋 賀 県 7 0 7 13 20 佐 賀 県 10 0 10 10 20

群 馬 県 15 9 24 12 36 京 都 府 10 1 11 15 26 長 崎 県 10 0 10 13 23

埼 玉 県 29 1 30 40 70 大 阪 府 9 1 10 33 43 熊 本 県 25 8 33 14 47

千 葉 県 17 3 20 36 56 兵 庫 県 12 0 12 29 41 大 分 県 3 1 4 14 18

東 京 都 5 8 13 26 39 奈 良 県 15 12 27 12 39 宮 崎 県 16 3 19 9 28

神奈川県 13 1 14 19 33 和歌山県 20 1 21 9 30 鹿児島県 23 4 27 18 45

山 梨 県 9 6 15 13 28 鳥 取 県 14 1 15 4 19 沖 縄 県 11 19 30 11 41

新 潟 県 7 4 11 20 31 島 根 県 12 1 13 8 21 合 　 計 787 189 976 784 1,760

都道府県別市町村数
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平成22年度地方財政収支見通しの概要
平成21年12月25日現在

項　　　　目 平成22年度
（見込） 平成21年度 増減率

（見込） 備　　　考

歳

入

地 方 税 325,096億円 361,860億円 ▲10.2％ １　交付税特別会計借入金　
　・平成22年度末見込み約33.6兆円

地 方 譲 与 税 19,171億円 14,618億円 31.1% ２　地方の借入金残高　
　・平成22年度末見込み約200兆円

地方特例交付金等 3,832億円 4,620億円 ▲17.1％

地 方 交 付 税 168,935億円 158,202億円 6.8%

地 方 債 134,939億円 118,329億円 14.0%

うち臨時財政対策債 77,069億円 51,486億円 49.7%

歳 入 合 計 約821,200億円 825,557億円 約 ▲0.5％

「 一 般 財 源 」 594,103億円 590,786億円 0.6%

（水準超経費を除く） 約587,600億円 577,986億円 約 　1.7％

歳

出

給 与 関 係 経 費 約216,900億円 221,271億円 約 ▲2.0％

退 職 手 当 以 外 約194,100億円 197,652億円 約 ▲1.8％

退 職 手 当 約 22,800億円 23,619億円 約 ▲3.5％

一 般 行 政 経 費

う ち 単 独 分 約138,300億円 138,285億円 約 　0.0％

地 方 再 生 対 策 費 4,000億円 4,000億円 0.0%

地域雇用創出推進費 0億円 5,000億円 ▲100.0％

地域活性化・雇用等
臨時特例費（仮称） 9,850億円 ‒ 皆増

公 債 費 約134,000億円 132,955億円 約 　0.8％

投 資 的 経 費

う ち 単 独 分 約 68,700億円 80,808億円 約▲15.0％

公 営 企 業 繰 出 金 約 27,000億円 26,628億円 約 　1.3％

うち企業債償還費
普通会計負担分 約 17,500億円 17,616億円 約 ▲0.9％

水 準 超 経 費 約  6,500億円 12,800億円 約▲49.2％

歳 出 合 計 約821,200億円 825,557億円 約 ▲0.5％

（水準超経費を除く） 約814,700億円 812,757億円 約 　0.2％

地 方 一 般 歳 出 約663,200億円 662,186億円 約 　0.2％

（注）本表は、地方公共団体の予算編成のための目安として作成したものであり、計数は精査の結果、異動する場合がある。
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年　　度
（対　前　年　度　伸　び　率）

地方財政計画 地方一般歳出 地方税 地方交付税
昭和51年度 17.2 16.2 △ 0.0 17.1
52 14.2 13.7 18.1 10.0
53 19.1 18.7 10.4 23.4
54 13.0 12.6 11.6 9.2
55 7.3 6.0 16.5 5.0
56 7.0 5.5 13.4 7.9
57 5.6 4.5 11.7 7.0
58 0.9 0.2 △ 0.1 △ 4.9
59 1.7 0.3 6.8 △ 3.9
60 4.6 3.5 10.6 10.9
61 4.6 4.3 6.9 4.0
62 2.9 2.9 0.6 0.6
63 6.3 5.7 9.4 7.5

平成元年度 8.6 7.1 8.1 17.3
2 7.0 6.7 7.5 10.3
3 5.6 7.4 6.1 7.9
4 4.9 5.9 4.1 5.7
5 2.8 4.4 1.6 △ 1.6
6 3.6 4.6 △ 5.7 0.4
7 4.3 3.6 3.6 4.2
8 3.4 2.3 0.1 4.3
9 2.1 0.9 9.6 1.7
10 0.0 △ 1.6 3.9 2.3
11 1.6 1.8 △ 8.3 19.1
12 0.5 △ 0.9 △ 0.7 2.6
13 0.4 △ 0.6 1.5 △ 5.0
14 △ 1.9 △ 3.3 △ 3.7 △ 4.0
15 △ 1.5 △ 2.0 △ 6.1 △ 7.5
16 △ 1.8 △ 2.3 0.5 △ 6.5
17 △ 1.1 △ 1.2 3.1 0.1

[△ 1.5] [△ 1.7]
18 △ 0.7 △ 1.2 △ 5.9

[△ 1.3] [△ 2.0]
19 △ 0.0 △ 1.1 15.7 △ 4.4

（6.5）
20 0.3 0.0 0.2 1.3

＜△ 0.2＞ ＜△ 0.6＞
21 △ 1.0 0.7 △ 10.6 2.7

《△ 1.6》 《△ 0.1》
22 △0.5 0.2 △ 10.2 6.8

地方財政計画の伸び率等の推移
（参　考） （単位：％）

（注 1）[　]内は、国保調整交付金、児童手当拡充分等を除いた場合である。
（注 2）（　）内は、税源移譲分を除いた伸率（平成18年度の地方税に所得譲

与税を含めて伸率を算出）である。
（注 3）＜　＞内は、地方再生対策費を除いた場合である。
（注 4）《　》内は、地域雇用創出推進費を除いた場合である。
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平成22年度税制改正大綱（地方税関係）の概要

1　個人住民税の扶養控除

○16歳未満の扶養親族に係る扶養控除（33万円）を廃止。

○16歳以上19歳未満の特定扶養親族に係る扶養控除の上乗せ部分（12万円）を廃止し、扶養控除の額を33万円とする。

○なお、19歳以上23歳未満の特定扶養親族に係る扶養控除（45万円）及び23歳以上70歳未満の扶養親族に係る扶養控除（33万

円）については、現行どおり。

2　暫定税率、地球温暖化対策のための税等

◎燃料課税

○軽油引取税について、現行の10年間の暫定税率は廃止。

○原油価格や石油製品価格が安定的に推移していること、地球温暖化対策との関係に留意する必要があること等から、当分

の間、軽油引取税について、現在の税率水準を維持。

○国民の生活を守るため、原油価格の異常な高騰が続いた場合には、本則税率を上回る部分の課税を停止するような法的措

置を創設。

◎車体課税

○自動車取得税について、現行の10年間の暫定税率は廃止。

○地球温暖化対策の観点から、当分の間、自動車取得税について、現在の税率水準を維持。

○自動車取得税におけるいわゆる「エコカー減税」について、エコカーの普及に相当の効果があること、その減収が特例交

付金で補てんされていることを踏まえ、継続。

○自動車重量税（国税）の税率の引下げに伴い地方に減収が生じないよう、自動車重量譲与税の譲与割合を３分の１から1,000

分の407に引上げ。

◎地球温暖化対策のための税

○平成23年度実施に向けて成案を得るべく、更に検討。

◎地方環境税の検討

○CO2の排出を抑制するためには、地方税においても、燃料や自動車に対して、環境への負荷に応じた措置を行うことが必要。

○地方公共団体が、地球温暖化対策について果たしている役割を踏まえ、地方の財源を確保する仕組みが不可欠。

　政府の税制調査会は、平成21年12月22日、平成22年度税制改正大綱を取りまとめた。地方税制に関する概要は以下のとおり。

3　たばこ税の税率

　国民の健康の観点から、たばこの消費を抑制するため、将来に向かって、税率を引き上げていく必要があり、平成22年度に

おいては、税率を次のように引き上げる。

（平成22年10月 1 日から）

（現行）　　　　 （改正案）

道府県たばこ税　　　　　1,000本につき　　　　　1,074円　 → 　1,504円

市町村たばこ税　　　　　1,000本につき　　　　　3,298円　 → 　4,618円

　 合 　 計 　　　　　　1,000本につき　　　　　4,372円　 → 　6,122円　（＋1,750円）

（参考 1）

　国のたばこ税とたばこ特別税を合わせた税率についても、4,372円→6,122円（＋1,750円）となり、国と地方の配分比率 1：

1は維持。

（参考 2）

　国のたばこ税と合わせれば、 1本につき3.5円の引上げであり、これにより 5円程度の価格上昇が見込まれる。
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4　税負担軽減措置等の見直し等

◎地方税における税負担軽減措置等の見直し

　納税者の視点に立って、公平で分かりやすい仕組みを構築する観点から、固定資産税、不動産取得税等を中心に見直し。

・全体の件数　　　　　　　　　　 286項目

・うち今回見直しの対象としたもの　90項目

　　　21年度末期限到来　76項目

　　　　　　　　その他　14項目

・見直し結果

拡充： 6項目　単純延長等：27項目

縮減：10項目　廃止（サンセット含む）：47項目

◎地方税における税負担軽減措置等の透明化

　地方税における税負担軽減措置等の適用実態の透明化を図るとともに、適宜、適切な見直しを推進するため、適用実態を

把握し、その結果を国会へ報告する。

⎫
―
⎭

⎭
―
⎫

5　地域主権の確立に向けた地方税財源のあり方

　地域主権改革を推進し、国の役割を限定して、地方に大幅に事務事業の権限を移譲する。国と地方の役割分担を踏まえると

ともに、地方が自由に使える財源を拡充するという観点から国・地方間の税財源の配分のあり方を見直す。

　社会保障など地方行政を安定的に運営するための地方消費税の充実など、税源の偏在性が少なく、税収が安定的な地方税体

系を構築する。
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平成22年度地方債計画について

1　策定方針

　平成22年度地方債計画は、極めて厳しい地方財政の状況の下で、地域主権の確立に向け、地域に必要なサービスを確実に提

供できるよう地方財源の不足に対処するための措置を講じるとともに、地方公共団体が、必要性の高い分野への重点的な投資

を行えるよう、所要の地方債資金の確保を図ることとして策定している。

　なお、平成22年度から 3年間で、財政健全化計画又は公営企業経営健全化計画を策定し、徹底した行政改革・経営改革を行

う地方公共団体を対象に、1.1兆円規模の公的資金（旧資金運用部資金、旧簡易生命保険資金、旧公営企業金融公庫資金）の

補償金免除繰上償還を行うこととし、その財源として必要に応じ借換債を発行できることとしている。

2　概　　況

　上記の方針に基づいて策定した結果、平成22年度の地方債の総額は下表のとおり15兆8,976億円となり、前年度に比べて 1

兆7,132億円、12.1％の増となっている。

　このうち、普通会計分は13兆4,939億円で、前年度に比べて 1兆6,610億円、14.0％の増となっている。

　また、公営企業会計等分は 2兆4,037億円で、前年度に比べて522億円、2.2％の増となっている。

⑴　公債費負担対策

　高金利の地方債の公債費負担を軽減するため、平成22年度から 3 年間で、1.1兆円程度の年利 5 ％以上の公的資金（旧資

金運用部資金、旧簡易生命保険資金及び旧公営企業金融公庫資金）の補償金免除繰上償還を行うこととし、その財源として

必要に応じ借換債を発行できることとしている。

⑵　臨時財政対策債の発行

　地方財源の不足に対処するため、地方財政法第5条の特例として臨時財政対策債7兆7,069億円を計上している。

⑶　地域活性化事業の推進

　自然環境、エネルギー、食料、歴史文化資産等の地域資源を最大限活用する仕組みを創り上げていくことにより、「地域

区　　　　　　　分 平成22年度
（A）

平成21年度
（B）

増減額
（A）－（B） （C）

増減率
（C）／（B）×100

普 通 会 計 分 134,939 118,329 16,610 14.0

通 常 分 42,070 48,143 △ 6,073 △ 12.6

特 別 分 92,869 70,186 22,683 32.3

臨 時 財 政 対 策 債 77,069 51,486 25,583 49.7

財 源 対 策 債 10,700 12,900 △ 2,200 △ 17.1

退 職 手 当 債 4,900 5,700 △   800 △ 14.0

調 整 200 100 100 100.0

公 営 企 業 会 計 等 分 24,037 23,515 522 2.2

総 計 158,976 141,844 17,132 12.1

通 常 分 66,107 71,658 △ 5,551 △  7.7

特 別 分 92,869 70,186 22,683 32.3

（単位：億円、％）

（注）公営企業会計等分はすべて通常分である。

3　地方債計画の特色
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の自給力と創富力を高める地域主権型社会」への転換を図る「緑の分権改革」の考え方の下、地方公共団体が行う地域の活

性化を図るための所要額を計上している。

⑷　地方公営企業による生活関連社会資本の整備の推進

　上・下水道、交通、病院等住民生活に密接に関連した社会資本の整備を着実に推進することとし、事業の実施状況等を踏

まえ、所要額を計上している。

⑸　行政改革に寄与する地方債の発行

①　退職手当債

　団塊の世代の大量定年退職等に伴う退職手当の大幅な増加に対処するため、将来の人件費の削減に取り組む地方公共団

体を対象に、退職手当債4,900億円を計上している。

②　行政改革推進債

　自主的に行政改革を推進し財政の健全化に取り組む団体が、通常の地方債に加え、行政改革推進債を充当することがで

きることとし、3,200億円を計上している。

⑹　旧合併特例事業の措置

　「市町村の合併の特例に関する法律（旧合併特例法）」及び「市町村の合併の特例等に関する法律（現行合併特例法）」に

基づき平成22年 3 月末までに合併した市町村に対する合併特例事業債及び合併推進事業債について、旧合併特例事業債とし

て所要額を計上している。

⑺　公営企業借換債の確保

　旧公営企業金融公庫資金に係る公営企業借換債については、300億円を計上している。

4　地方債資金の確保

⑴　公的資金

　公的資金については、臨時財政対策債の急増に対処するため、地方公共団体金融機構資金を3,260億円増額するとともに、

財政融資資金を4,050億円増額することにより、 6 兆4,980億円を確保している。なお、臨時財政対策債については、前年度

と同割合の公的資金を確保している。

⑵　民間等資金

　民間等資金については、その円滑な調達を図るため、市場公募団体の拡大や共同発行市場公募地方債及び住民参加型市場

公募地方債の発行を引き続き推進することとし、市場公募地方債 4 兆3,000億円（対前年度6,300億円、17.2％増）を計上し

ている。　

区　　　分
平成22年度計画額 平成21年度計画額 差　　引 増減率

（A） 構成比 （B） 構成比 （A）－（B）
（A）－（C）

（C）/（B）
×100

公 的 資 金 64,980 40.9 57,670 40.7 7,310 12.7

財 政 融 資 資 金 43,390 27.3 39,340 27.7 4,050 10.3

地方公共団体金融機構資金 21,590 13.6 18,330 12.9 3,260 17.8

 （国の予算等貸付金） （1,185） － （1,819） － （△ 634） （△34.9）

民 間 等 資 金 93,996 59.1 84,174 59.3 9,822 11.7

市 場 公 募 43,000 27.0 36,700 25.9 6,300 17.2

銀 行 等 引 受 50,996 32.1 47,474 33.5 3,522 7.4

合　　　　計 158,976 100.0 141,844 100.0 17,132 12.1

（単位：億円、％）

（注）1　市場公募地方債については、借換債を含め 7 兆4,500億円（前年度比6,700億円、
9.9％増）を予定している。

　　 2　国の予算等貸付金の（　）書は、地方道路整備臨時貸付金、災害援護資金など国
の予算等に基づく貸付金を財源とするものであって合計には含めていない。
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平成22年度地方債計画

項　　　　　　　　目
平成22年度 平成21年度 差引 増減率
計画額（A） 計画額（B）（A）－（B） （C）（C）/（B）×100

一　一 般 会 計 債

1　一 般 公 共 事 業 14,985 18,186 △3,201 △17.6

2　公 営 住 宅 建 設 事 業 1,283 1,532 △  249 △16.3

3　災 害 復 旧 事 業 321 372 △   51 △13.7

4　教 育 ・ 福 祉 施 設 等 整 備 事 業 5,062 5,974 △  912 △15.3

 ⑴　学 校 教 育 施 設 等 1,622 1,923 △  301 △15.7

 ⑵　社 会 福 祉 施 設 249 291 △   42 △14.4

 ⑶　一 般 廃 棄 物 処 理 1,054 1,243 △  189 △15.2

 ⑷　一 般 補 助 施 設 等 1,537 1,817 △  280 △15.4

 ⑸　施 設 （ 一 般 財 源 化 分 ） 600 700 △  100 △  14.3

5　一 般 単 独 事 業 23,251 27,057 △3,806 △  14.1

 ⑴　一 般 4,791 5,328 △  537 △  10.1

 ⑵　地 域 活 性 化 600 844 △  244 △  28.9

 ⑶　防 災 対 策 1,039 1,222 △  183 △  15.0

 ⑷　地 方 道 路 等 8,621 10,163 △1,542 △  15.2

 ⑸　旧 合 併 特 例 8,200 9,500 △1,300 △  13.7

6　辺 地 及 び 過 疎 対 策 事 業 3,133 3,116 17 0.5

 ⑴　辺 地 対 策 433 478 △   45 △   9.4

 ⑵　過 疎 対 策 2,700 2,638 62 2.4

7　公 共 用 地 先 行 取 得 等 事 業 516 607 △   91 △  15.0

8　行 政 改 革 推 進 3,200 3,200 0 0.0

9　調 整 200 100 100 100.0

計 51,951 60,144 △8,193 △  13.6

二　公 営 企 業 債

1　水 道 事 業 3,535 3,570 △   35 △   1.0

2　工 業 用 水 道 事 業 233 289 △   56 △  19.4

3　交 通 事 業 2,698 2,564 134 5.2

4　電 気 事 業 ・ ガ ス 事 業 61 36 25 69.4

5　港 湾 整 備 事 業 515 550 △   35 △   6.4

6　病院事業・介護サービス事業 2,779 2,414 365 15.1

7　市 場 事 業 ・ と 蓄 場 事 業 934 128 806 629.7

8　地 域 開 発 事 業 1,459 1,339 120 9.0

9　下 水 道 事 業 12,500 13,494 △  994 △   7.4

10　観 光 そ の 他 事 業 42 130 △   88 △  67.7

計 24,756 24,514 242 1.0

合　　　　　　　　　　計 76,707 84,658 △7,951 △   9.4

（単位：億円、％）
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（単位：億円、％）

項　　　　　　　　目
平成22年度 平成21年度 差引 増減率
計画額（A） 計画額（B）（A）－（B） （C）（C）/（B）×100

三 公 営 企 業 借 換 債 300 － 300 皆増
四 臨 時 財 政 対 策 債 77,069 51,486 25,583 49.7
五 退 職 手 当 債 4,900 5,700 △  800 △ 14.0
六 国 の 予 算 等 貸 付 金 債 （　1,185） （　1,819） （△  634） （△ 34.9）

総　　　　　　計
（　1,185） （　1,819） （△  634） （△ 34.9）
158,976 141,844 17,132 12.1

内
訳

普 通 会 計 分 134,939 118,329 16,610 14.0
公 営 企 業 会 計 等 分 24,037 23,515 522 2.2

資　金　区　分
公 的 資 金 64,980 57,670 7,310 12.7
財 政 融 資 資 金 43,390 39,340 4,050 10.3
地 方公共団体金融機構資金 21,590 18,330 3,260 17.8
（ 国 の 予 算 等 貸 付 金 ） （　1,185） （　1,819） （△  634） （△ 34.9）

民 間 等 資 金 93,996 84,174 9,822 11.7
市 場 公 募 43,000 36,700 6,300 17.2
銀 行 等 引 受 50,996 47,474 3,522 7.4

（備考）
1　旧合併特例の平成21年度計画額は、合併特例に係る額である。
2　国の予算等貸付金債の（　）書は、地方道路整備臨時貸付金、災害援護資金など国の予算等に基づく貸
付金を財源とするものであって外書である。

その他同意（許可）の見込まれる項目

　 2　資金区分の変更等を行う場合において発行する借換債

　 3　地方税等の減収が生じることとなる場合において発行する減収補てん債

　 4　財政再生団体が発行する再生振替特例債

　 1　旧資金運用部資金、旧簡易生命保険資金及び旧公営企業金融公庫資金の補償金免除繰上償還の財
源として発行する借換債
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公債費負担対策について

　財政健全化計画又は公営企業経営健全化計画を策定し、徹底した行政改革・経営改革を行う地方公共団体を対象に、平成

22年度から 3 年間で1.1兆円規模の公的資金（旧資金運用部資金、旧簡易生命保険資金、旧公営企業金融公庫資金）の補償

金免除繰上償還を行い、高金利の地方債の公債費負担を2,400億円程度軽減（推計値）。

1．旧資金運用部資金及び旧簡易生命保険資金の繰上償還（H22 ～ H24）

対象地方債：普通会計債及び公営企業債（上水道、簡易水道、工業用水道、下水道、地下鉄、病院）の年利 5％以上の地

方債

対 象 団 体：年利段階に応じ、市町村合併、財政力指数、実質公債費比率、将来負担比率や公営企業資本費等に基づいて

段階的に設定

※財政力指数1.0以上の団体は対象外（ただし、臨時財政対策債振替前の基準財政需要額を用いて算出した

場合の数値が1.0未満の団体は対象）

○　旧資金運用部資金対象地方債残高　　 6,200億円以内

○　旧簡易生命保険資金対象地方債残高　 2,000億円以内

2．旧公営企業金融公庫資金の繰上償還（H22 ～ H24）

対象地方債：普通会計債（公営住宅、旧臨時地方道、旧臨時河川等、旧臨時高校）及び公営企業債（上水道、簡易水道、

工業用水道、下水道、地下鉄）の年利 5％以上の地方債

対 象 団 体：年利段階に応じ、市町村合併、財政力指数、実質公債費比率、将来負担比率や公営企業資本費等に基づいて

段階的に設定

○　旧公営企業金融公庫資金対象地方債残高　 3,200億円以内

3．その他

　 1及び 2の繰上償還については、その財源として、必要に応じ借換債を発行できる。

　

全
国
町
村
会
・
㈶
全
国
自
治
協
会
は
、
火
災
多
発
期
に

際
し
、
庁
舎
、
学
校
等
公
共
建
物
を
火
災
か
ら
守
る
た
め

「
平
成
21
年
度
公
共
建
物
火
災
予
防
運
動
」
と
加
入
団
体

の
安
全
運
転
に
対
す
る
意
識
の
高
揚
を
図
り
、
交
通
事
故

の
防
止
に
努
め
る
た
め
「
平
成
21
年
度
交
通
安
全
運
動
」

を
全
国
的
に
実
施
し
て
い
る
。

　

㈶
全
国
自
治
協
会
が
実
施
し
て
い
る
公
有
建
物
災
害
共

済
事
業
に
お
け
る
罹
災
原
因
の
う
ち
火
災
損
害
に
つ
い
て

は
、
原
因
が
多
種
に
わ
た
る
も
の
の
、
一
旦
火
災
が
発
生

す
る
と
、
そ
の
損
害
は
高
額
に
な
る
こ
と
か
ら
、
毎
年
火

災
が
多
く
な
る
こ
の
時
期
に
実
施
し
て
い
る
。

　

加
入
町
村
に
対
し
て
は
、
建
物
の
防
火
診
断
が
簡
単
に

で
き
る
「
公
共
建
物
の
防
火
診
断
要
領
」
を
配
布
し
、
査

察
診
断
の
実
施
に
よ
る
火
災
の
未
然
防
止
に
努
め
て
も
ら

う
こ
と
と
し
て
い
る
。

　

ま
た
、
運
行
管
理
者
の
運
行
・

車
両
管
理
、
運
転
者
の
安
全
運
転

診
断
の
資
料
と
し
て
「
人
に
や
さ

し
い
安
全
運
転
」
を
配
布
し
、
交

通
事
故
の
防
止
に
努
め
て
も
ら
う

こ
と
と
し
て
い
る
。

平
成
21
年
度
公
共
建
物

　
「
火
災
予
防
運
動
」等
を
実
施

全
国
町
村
会
・
㈶
全
国
自
治
協
会

平
成
21
年
度
公
共
建
物

　
「
火
災
予
防
運
動
」等
を
実
施
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特 集特 集 平成22年度　関係省庁予算

厚 生 労 働 省厚 生 労 働 省厚 生 労 働 省
－社会保障関係予算・施策の概要－

特 集 平成22年度　関係省庁予算

－社会保障関係予算・施策の概要－

厚
生
労
働
省
関
係
予
算
・

施
策
の
あ
ら
ま
し

　　

平
成
22
年
度
の
厚
生
労
働
省
予
算
額

は
、
27
兆
5
、
5
6
1
億
円
（
う
ち
、
社

会
保
障
関
係
費
27
兆
7
9
3
億
円
）、
前

年
度
予
算
額
に
比
べ
2
兆
3
、
9
9
2
億

円
（
同
2
兆
4
、2
7
0
億
円
）、9
・
5
％

（
同
9
・
8
％
）
増
加
し
て
お
り
、
一
般

会
計
歳
出
に
占
め
る
厚
生
労
働
省
予
算
割

合
は
51
・
5
％
を
占
め
、
前
年
度
よ
り
2
・

9
％
増
加
し
て
い
る
。

　

こ
の
う
ち
社
会
保
障
関
係
の
主
要
事
項

と
し
て
、
①
良
質
な
介
護
サ
ー
ビ
ス
の
確

保
、②
質
の
高
い
医
療
サ
ー
ビ
ス
の
実
現
、

③
安
心
し
て
子
育
て
で
き
る
環
境
整
備

－

等
を
挙
げ
て
い
る
。

　

具
体
的
に
は
、
良
質
な
介
護
サ
ー
ビ
ス

の
確
保
の
た
め
、
安
心
で
安
定
的
な
介
護

保
険
制
度
運
営
の
確
保
を
図
る
と
と
も

に
、
地
域
包
括
ケ
ア
を
提
供
で
き
る
体
制

等
の
整
備
を
進
め
る
と
し
て
い
る
。

　

医
療
保
険
制
度
に
お
い
て
は
、
医
療
保

険
の
厳
し
い
財
政
状
況
に
鑑
み
、
保
険
料

上
昇
を
抑
制
す
る
た
め
の
必
要
な
措
置
を

講
ず
る
こ
と
に
よ
り
、
国
民
皆
保
険
制
度

を
守
る
と
し
て
い
る
。

　

ま
た
、
少
子
化
対
策
に
つ
い
て
は
、
次

世
代
の
社
会
を
担
う
子
ど
も
1
人
ひ
と
り

の
育
ち
を
社
会
全
体
で
応
援
す
る
た
め
、

子
ど
も
手
当
を
創
設
す
る
な
ど
、
総
合
的

な
対
策
が
推
進
さ
れ
る
。

【
国
民
健
康
保
険
制
度
関
係
】

　

国
保
関
係
予
算
で
は
、
国
保
助
成
費
に

必
要
な
経
費
と
し
て
6
・
1
％
増
の
3
兆

3
、
1
6
8
億
円
（
前
年
度
予
算
比
1
、

8
9
5
億
円
増
）
が
計
上
さ
れ
た
。

　

市
町
村
国
保
の
財
政
運
営
に
つ
い
て

は
、
今
後
と
も
厳
し
い
状
況
が
続
く
も
の

と
見
込
ま
れ
る
こ
と
か
ら
、
平
成
22
年
度

か
ら
平
成
25
年
度
ま
で
の
4
年
間
、
①
1

件
80
万
円
を
超
え
る
医
療
費
に
つ
い
て
都

道
府
県
単
位
で
再
保
険
を
行
う
高
額
医
療

費
共
同
事
業
の
継
続
、
②
1
件
30
万
円
を

超
え
る
医
療
費
に
つ
い
て
都
道
府
県
単
位

で
再
保
険
を
行
う
等
の
保
険
財
政
共
同
安

定
化
事
業
を
見
直
し
た
上
で
の
継
続
、
③

低
所
得
者
を
多
く
抱
え
る
保
険
者
を
財
政

的
に
支
援
す
る
保
険
者
支
援
制
度
の
継

続
、
④
市
町
村
の
一
般
会
計
か
ら
国
保
特

会
へ
の
繰
入
れ
を
地
方
財
政
措
置
で
支
援

す
る
国
保
財
政
安
定
化
支
援
事
業
な
ど
の

財
政
基
盤
強
化
策
を
継
続
実
施
す
る
こ
と

と
さ
れ
た
。

　

内
訳
は
、
①
療
養
給
付
費
等
負
担
金
が

1
兆
8
、
9
7
8
億
円
、
②
老
人
保
健
医

療
費
拠
出
金
負
担
金
が
55
億
円
、
③
後
期

高
齢
者
医
療
支
援
金
負
担
金
が
4
、
6
7

5
億
円
、
④
財
政
調
整
交
付
金
が
5
、
2

7
4
億
円
、
⑤
老
人
保
健
医
療
費
拠
出
金

財
政
調
整
交
付
金
が
14
億
円
、
⑥
後
期
高

齢
者
医
療
費
支
援
金
財
政
調
整
交
付
金
が

1
、
2
3
7
億
円
、
⑦
出
産
育
児
一
時
金

補
助
金
が
38
億
円
、
⑧
介
護
納
付
金
負
担

金
が
2
、
1
3
5
億
円
、
⑨
介
護
納
付
金

財
政
調
整
交
付
金
が
5
6
5
億
円
、
⑩
特

定
健
康
診
査
・
保
健
指
導
負
担
金
が
1
9

3
億
円
、
⑪
病
床
転
換
支
援
金
負
担
金
が

0
・
3
億
円
、
⑫
病
床
転
換
支
援
金
財
政

調
整
交
付
金
が
0
・
08
億
円
、－

等
と
な
っ

て
い
る
。

【
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
関
係
】

　

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の
関
係
予
算

は
、
3
兆
7
、
7
4
6
億
円
が
計
上
さ
れ

た
。

　

内
訳
は
、
①
後
期
高
齢
者
医
療
給
付
費

負
担
金
が
2
兆
8
、
1
0
2
億
円
、
②
後

期
高
齢
者
医
療
財
政
調
整
交
付
金
が
9
、

2
3
7
億
円
、
③
後
期
高
齢
者
医
療
制
度

事
業
費
補
助
金
が
59
億
円
、
④
後
期
高
齢

者
医
療
制
度
関
係
業
務
事
業
費
補
助
金
17

億
円
⑤
高
齢
者
医
療
運
営
円
滑
化
等
補
助

金
3
2
9
億
円

－

等
と
な
っ
て
い
る
。

【
老
人
保
健
福
祉
関
係
】

　

老
人
保
健
福
祉
関
係
予
算
は
、4
・
7
％

増
の
2
兆
1
、
9
6
6
億
円
（
前
年
度
予

算
比
9
8
8
億
円
増
）
が
計
上
さ
れ
た
。

　

こ
の
う
ち
介
護
給
付
に
対
す
る
国
の
負

担
等
は
、
2
兆
7
6
3
億
円
（
1
、
1
2

5
億
円
、
5
・
7
％
増
）
が
計
上
さ
れ
、

⎩―⎧

⎩―⎧
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主
な
内
訳
は
介
護
給
付
費
負
担
金
が
1
兆

3
、
0
0
2
億
円
（
6
1
8
億
円
、
5
・

0
％
増
）、
調
整
交
付
金
が
3
、
6
5
2

億
円
（
1
7
2
億
円
、
4
・
9
％
増
）、

財
政
安
定
化
基
金
が
6
億
円
（
前
年
度
同

額
）
等
と
な
っ
て
い
る
。

　

ま
た
、
地
域
支
援
事
業
（
要
支
援
・
要

介
護
状
態
に
な
る
前
か
ら
介
護
予
防
サ
ー

ビ
ス
を
提
供
し
、
効
果
的
な
介
護
予
防
シ

ス
テ
ム
を
確
立
す
る
と
と
も
に
、
地
域
の

総
合
相
談
、
権
利
擁
護
事
業
等
の
実
施
。）

に
は
、
7
3
8
億
円
が
計
上
さ
れ
た
。

　

地
域
に
お
け
る
介
護
基
盤
の
整
備
に
は

2
8
3
億
円
計
上
さ
れ
た
。
う
ち
、
①
認

知
症
高
齢
者
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
等
小
規
模

福
祉
施
設
に
対
し
、
ス
プ
リ
ン
ク
ラ
ー
設

置
に
係
る
費
用
を
支
援
す
る
と
と
も
に
、

②
特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
等
で
就
労
す
る

介
護
職
員
等
が
利
用
で
き
る
施
設
内
保
育

所
の
設
置
に
係
る
費
用
の
支
援
等
を
行
う

地
域
介
護
・
福
祉
空
間
整
備
等
施
設
整
備

交
付
金
（
ハ
ー
ド
交
付
金
）
に
2
6
3
億

円
が
計
上
さ
れ
た
。

　

ま
た
、
地
域
に
お
け
る
介
護
サ
ー
ビ
ス

基
盤
の
実
効
的
な
整
備
を
図
る
た
め
に
必

要
な
設
備
や
シ
ス
テ
ム
に
要
す
る
経
費
な

ど
に
対
し
助
成
を
行
う
地
域
介
護
・
福
祉

空
間
整
備
推
進
交
付
金（
ソ
フ
ト
交
付
金
）

に
20
億
円
計
上
さ
れ
た
。

【
児
童
家
庭
関
係
】

　

平
成
22
年
度
児
童
家
庭
関
係
予
算
は
対

前
年
度
比
1
3
2
・
9
％
増
の
2
2
、
8

6
1
億
円
が
計
上
さ
れ
た
。
大
幅
増
は
、

子
ど
も
手
当
の
創
設
に
よ
る
も
の
で
あ

る
。
内
訳
を
み
る
と
、
①
子
ど
も
手
当
の

創
設
（
国
庫
負
担
金
）
と
し
て
1
兆
4
、

7
2
2
億
円
、
②
父
子
家
庭
へ
の
児
童
扶

養
手
当
の
支
給
な
ど
ひ
と
り
親
家
庭
へ
の

自
立
支
援
策
の
充
実
と
し
て
1
、
7
6
4

億
円
、
③
待
機
児
童
の
解
消
等
の
保
育

サ
ー
ビ
ス
の
充
実
と
し
て
4
、
1
5
5
億

円
、
④
す
べ
て
の
子
育
て
家
庭
に
対
す
る

地
域
子
育
て
支
援
対
策
の
充
実
と
し
て
4

1
4
億
円
、
⑤
児
童
虐
待
へ
の
対
応
な
ど

要
保
護
児
童
対
策
等
の
充
実
と
し
て
9
4

7
億
円
、
⑥
母
子
保
健
医
療
対
策
の
充
実

と
し
て
2
3
0
億
円
、
⑦
仕
事
と
家
庭
の

両
立
支
援
と
し
て
97
億
円

－

等
が
計
上
さ

れ
た
。

　

な
お
、
③
、
④
等
に
関
し
て
は
、
少
子

化
に
対
処
す
る
た
め
に
策
定
さ
れ
た
施
策

の
大
綱
と
そ
の
具
体
的
な
実
施
計
画
で
あ

る
「
子
ど
も
・
子
育
て
ビ
ジ
ョ
ン
（
仮
称
）」

（
平
成
22
年
1
月
策
定
予
定
）
の
実
現
を

推
進
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。
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厚生労働省関係予算

事　　　　　項 平成21年度
予　算　額

平成22年度
予　算　案

対前年度
比較増減 備　　　　　考

億円 億円 億円
一　般　会　計 251,568 275,561 23,992 9.5％増

1．国民健康保険関係予算 （単位：億円）

事　　　　　項 平成22年度
予　算　額 摘　　　　　要

市町村の国民健康保険助成に必要な経費 33,168
１．医療保険給付諸費 30,274
⑴国民健康保険療養給付費等負担金 18,978
・療養給付費負担金 17,944 ・うち前期高齢者交付金にかかる調整額　▲9,512億円
・保険基盤安定等負担金 1,033 ・うち保険基盤安定制度

保険者支援分　383億円　基準超過費用　 4億円　
高額医療費共同事業　646億円

⑵国民健康保険老人保健医療費拠出金負担
金

55

⑶国民健康保険後期高齢者医療費支援金負
担金

4,675

⑷国民健康保険財政調整交付金 5,274 ・うち前期高齢者交付金にかかる調整額　▲2,518億円
⑸国民健康保険老人保健医療費拠出金財政
調整交付金

14

⑹国民健康保険後期高齢者医療費支援金財
政調整交付金

1,237

⑺国民健康保険出産育児一時金補助金 38 ・妊娠・出産にかかる負担軽減のための緊急対策経費
２．介護保険制度運営推進費 2,700
⑴国民健康保険介護納付金負担金 2,135
⑵国民健康保険介護納付金財政調整交付
金

565

３．医療費適正化推進費 193
⑴国民健康保険特定健康診査・保健指導負
担金

193

⑵国民健康保険病床転換支援金負担金 0.3
⑶国民健康保険病床転換支援金財政調整交
付金

0.08

国民健康保険団体に必要な経費 68
⑴国民健康保険団体連合会等補助金 68 ・保険者からのレセプト再審査請求等のオンライン化に必

要なシステム開発経費　 1億円　等
・レセプト分析体制整備に要する経費（21年度のみ）　
 ▲ 5 億円　等
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3．老人保健福祉関係予算

事　　　　　項 平成22年度
予　算　額 摘　　　　　要

老人保健福祉関係予算 21,966 ※平成21年度予算額 20,978
Ⅰ．地域における介護基盤の整備 283
１．地域介護・福祉空間整備等施設整備交
付金（ハード交付金）の交付

263 ・施設内保育施設整備事業の推進
・既存小規模福祉施設スプリンクラー整備事業の推進

２．地域介護・福祉空間整備推進交付金
（ソフト交付金）の交付

20

Ⅱ．介護保険制度の円滑な運営 21,521
⑴介護給付に対する国の負担等 20,763
・介護給付費負担金 13,002 ・各市町村における介護給付及び予防給付に要する費用の

20％を負担。（施設等給付費においては、15％を負担）
・調整交付金 3,652 ・全市町村における介護給付及び予防給付に要する費用の

５％を負担。（各市町村間の75歳以上の高齢者割合等に応じ
て調整）

・財政安定化基金負担金 6 ・都道府県が設置する財政安定化基金に対し、国がその３
分の１を負担。

・２号保険料国庫負担金 4,103
⑵地域支援事業の着実な実施 738
⑶低所得者への配慮 19 ・社会福祉法人による利用者負担軽減措置など、低所得者

への配慮を行う。

（単位：億円）

事　　　　　項 平成22年度
予　算　額 摘　　　　　要

後期高齢者医療制度関係予算 37,746
⑴医療給付適正化業務庁費 0.1 ・高齢者医療制度改革会議の開催等に要する経費
⑵臨時老人薬剤費特別給付金 0.001
⑶臨時老人薬剤費特別給付金支給事務委託
費

0

⑷後期高齢者医療給付費等負担金 28,102
・後期高齢者医療給付費負担金 27,713
・高額医療費等負担金 389 ・高額医療費負担分　 276億円（平成21年度　244億円）

・財政安定化基金負担分
　 108億円（　　〃 　　　96億円）
・不均一保険料助成分　 4億円（　　〃 　 　　6億円）

⑸後期高齢者医療財政調整交付金 9,237
⑹後期高齢者医療制度事業費補助金 59 【後期高齢者医療広域連合向け】

・健康診査に要する経費 44億円（平成21年度　35億円）
・保険者機能強化に要する経費　
 4億円（　　〃 　　　7億円）
・特別高額医療費共同事業に要する経費　
 10億円（　　〃  　　10億円）

⑺後期高齢者医療制度関係業務事業費補助
金

17 【国民健康保険団体連合会・国民健康保険中央会向け】
・広域連合電算処理システム等に要する経費

⑻高齢者医療運営円滑化等補助金 329 【健康保険組合等向け】
・健保組合等における前期高齢者納付金等の負担軽減等を
図るための経費

2．後期高齢者医療制度関係予算 （単位：億円）
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事　　　　　項 平成22年度
予　算　額 摘　　　　　要

Ⅲ．地域包括ケアの確立等 11
・市町村地域包括ケア推進事業（新規） 5 ・市町村における地域包括ケアを推進していくために、地

域包括支援センター等を活用して、介護保険外のサービス
や住宅関係の情報を含めた高齢者の地域生活を支えるサー
ビス等に関する情報の収集・発信機能を強化する事業や、
見守り活動等地域のネットワーク構築を支援する事業等を
行う（全国で50ヶ所）。
　併せて、集合住宅等に居住する高齢者に対し、24時間
365日対応窓口を設置し、介護保険外のサービスを含めた関
係事業者等が連携して総合的にサービスを提供する事業等
を実施する。

・生活・介護支援サポート養成事業 2 ・新たな住民参加サービス等の担い手を養成し、介護保険
制度等社会保障制度と相俟って、市民のための市民による
支え合いの基盤を整備する。

・訪問看護支援事業 2 ・訪問看護サービスの安定的な供給を維持する体制を整備
し、在宅療養の充実を図るため、訪問看護ステーションの
業務を効率化する広域対応訪問看護ネットワークセンター
を設置し、効果的な事業（サービス）実施が図られるよう
支援する。

・第23回全国健康福祉祭いしかわ大会事
業費

0.9

Ⅳ．認知症対策の総合的な推進 36

4．児童家庭関係予算

事　　　　　項 平成22年度
予　算　額 摘　　　　　要

雇用均等・児童家庭局関係予算 22,861 ※平成21年度予算額 9,815
◇安心して子育てできる環境の整備など総合
的な次世代育成支援対策の推進
１．子ども手当の創設（国庫負担金） 14,722 給付費：14,555（10か月分を計上）

事務費：　 166

　子ども手当に関しては、以下の方針に沿って、所要額を
平成22年度予算に計上するとともに、平成22年度分の支給
のための所要の法律案を平成22年通常国会に提出する。
　①　中学校修了までの児童を対象に、１人につき月額

13,000円を支給する。
　②　所得制限は設けない。
　③　子ども手当の一部として、児童手当法に基づく児童

手当を支給する仕組みとし、児童手当分については、
児童手当法の規定に基づき、国、地方、事業主が費
用を負担する。

　④　③以外の費用については、全額を国庫が負担する。
　注１　公務員については、所属庁から支給する。（国家公

務員分の給付費425億円は上記の１兆4,722億円には
含まれない。その額を含めると国の給付費負担金は
１兆4,980億円。）

　注２　給付費総額は２兆2,554億円である。
　注３　現行の児童育成事業については、引き続き、事業

主拠出金を原資に実施する。
　注４　平成23年度における子ども手当の支給については、

平成23年度予算編成過程において改めて検討し、そ
の結果に基づいて平成23年度以降の支給のための所
要の法律案を平成23年通常国会に提出する。

（単位：億円）
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事　　　　　項 平成22年度
予　算　額 摘　　　　　要

○子ども手当の円滑な実施（システム経費）
 　子ども手当の円滑な実施を図るため、平成21年度第２
次補正予算案（123億円）において、その準備のための
市町村（特別区を含む）における臨時的な経費となるシ
ステム経費につき、奨励的な助成を行う。

２．ひとり親家庭への自立支援策の充実 1,764
⑴父子家庭への児童扶養手当の支給 49 　ひとり親家庭への自立支援策の拡充を図るため、これま

で支給対象となっていなかった父子家庭にも児童扶養手当
を支給する。（平成22年８月施行、12月支払い）
・手当額（月額）
　児童１人の場合　　　 全部支給 41,720円
　　　　　　　　　　　 一部支給 41,710円～ 9,850円

（所得に応じ）
児童２人以上の加算額 ２人目  5,000円
　　　　　　　　　　 ３人目以降１人につき　3,000円

⑵母子家庭等の総合的な自立支援の推進 35 ①自立のための就業支援等の推進 34
②養育費確保の推進 0.6

⑶自立を促進するための経済的支援（一部
再掲）

1,729
（1,665）

３．待機児童の解消等の保育サービスの充実 4,155
⑴待機児童解消策の推進など保育サービス
の充実

3,881 　待機児童解消のための保育所整備等の推進に対応した、
民間保育所における受入れ児童数の増を図り、また、家庭
的保育など保育サービスの提供手段の拡充を図り、延長保
育、病児・病後児保育、休日保育など保護者の多様なニー
ズに応じた保育サービスを充実することにより、「子ども・
子育てビジョン（仮称）（平成22年１月策定予定）」の実現
を推進する。

⑵総合的な放課後児童対策（「放課後子ど
もプラン」）の着実な推進

274
（234）

　放課後児童クラブと文部科学省が実施する「放課後子ど
も教室推進事業」を一体的あるいは連携して実施する「放
課後子どもプラン」の着実な推進を図る。

４．すべての子育て家庭に対する地域子育て
支援対策の充実

414 　地域における子育て支援拠点や一時預かり等について、
身近な場所への設置を促進する。

５．児童虐待への対応など要保護児童対策等
の充実

947

⑴虐待を受けた子ども等への支援の強化 890 ①地域における体制整備
②児童相談所の機能強化
③社会的養護体制の拡充 837

⑵配偶者からの暴力（DV）防止 56
６．母子保健医療対策の充実 230
⑴不妊治療等への支援 80
⑵小児の慢性疾患等への支援 147
７．仕事と家庭の両立支援 97
⑴改正育児・介護休業法の円滑な施行 48
⑵男性の育児休業の取得促進 0.3
⑶育児休業等を理由とする解雇等不利益取
扱いへの対応の強化

4

⑷事業所内保育施設に対する支援の推進 39
⑸中小企業における次世代育成支援対策の
推進

5
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特 集特 集 平成22年度　関係省庁予算

国 土 交 通 省国 土 交 通 省国 土 交 通 省
－建設関係予算・施策の概要－

特 集 平成22年度　関係省庁予算

－建設関係予算・施策の概要－

国
土
交
通
省
関
係
予
算
・

施
策
の
あ
ら
ま
し

　

国
土
交
通
省
関
係
の
平
成
22
年
度
予
算

案
の
一
般
会
計
分
は
、
総
額
5
兆
5
、
8

4
6
億
円
で
、
対
前
年
度
比
7
、
7
2
7

億
円
、
12
％
減
と
な
っ
た
。
う
ち
、
一
般

公
共
事
業
費
は
、
4
兆
8
、
0
5
0
億
円

で
、
同
8
、
7
3
9
億
円
、
15
％
減
、
災

害
復
旧
等
は
、
5
3
4
億
円
、
行
政
経
費

は
6
、
7
3
2
億
円
等
と
な
っ
て
い
る
。

　

ま
た
、
国
土
交
通
省
関
係
財
政
投
融
資

計
画
は
2
兆
4
、
5
2
9
億
円
で
、
同
2
、

2
2
0
億
円
、
8
％
減
と
な
っ
て
い
る
。

　

こ
の
ほ
か
財
投
機
関
債
が
4
兆
4
、
0

4
7
億
円
が
計
上
さ
れ
た
。

　

与
党
の
方
針
を
踏
ま
え
、
地
方
公
共
団

体
が
行
う
社
会
資
本
に
関
す
る
基
幹
的
な

事
業
（
基
幹
事
業
）
の
ほ
か
、
関
連
す
る

社
会
資
本
整
備
や
基
幹
事
業
の
効
果
を
一

層
高
め
る
社
会
資
本
整
備
以
外
の
幅
広
い

事
業
を
一
体
的
に
支
援
す
る
こ
と
を
目
的

に
、
同
省
所
管
の
地
方
公
共
団
体
向
け
個

別
補
助
金
を
原
則
一
括
し
た
総
合
的
な
交

付
金
「
社
会
資
本
整
備
総
合
交
付
金
」（
仮

称
）
を
創
設
、
2
兆
2
、
0
0
0
億
円
を

予
算
化
し
た
。
行
政
刷
新
会
議
の
事
業
仕

分
け
結
果
を
受
け
て
大
幅
減
と
な
っ
て
い

る
下
水
道
や
住
宅
対
策
な
ど
に
対
し
て
、

自
治
体
の
判
断
に
よ
り
同
交
付
金
を
活
用

す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
し
て
い
る
。

　

事
業
別
で
み
た
概
要
は
次
の
と
お
り
で

あ
る
。

【
道
路
関
係
】

　

平
成
22
年
度
の
道
路
関
係
予
算
は
、
対

前
年
度
比
24
％
減
の
1
兆
3
、
3
5
7
億

円
が
計
上
さ
れ
た
。
う
ち
、
直
轄
事
業
は

1
兆
1
、
3
9
3
億
円
（
同
10
％
減
）、

補
助
事
業
9
3
7
億
円
（
同
75
％
減
）、

有
料
道
路
事
業
1
、0
2
6
億
円（
同
3
％

減
）
と
な
っ
て
い
る
。

　

補
助
事
業
の
ほ
と
ん
ど
が
、新
設
の「
社

会
資
本
整
備
総
合
交
付
金
」（
仮
称
）
に

組
み
込
ま
れ
た
た
め
、
前
年
度
当
初
予
算

比
25
％
の
大
幅
減
と
な
っ
た
。
平
成
21
年

度
に
予
算
化
さ
れ
た
「
地
域
活
力
基
盤
創

造
交
付
金
（
予
算
額
9
、
4
0
0
億
円
）

も
新
交
付
金
の
創
設
に
伴
い
廃
止
と
な
っ

て
い
る
。

　

ま
た
、
そ
の
他
に
高
速
道
路
無
料
化
の

社
会
実
験
費
用
に
1
、
0
0
0
億
円
、
地

方
道
路
整
備
臨
時
貸
付
金
に
8
0
0
億
円

が
計
上
さ
れ
て
い
る
。

　

同
省
は
基
本
方
針
と
し
て
、
①
直
轄
事

業
に
つ
い
て
、
真
に
必
要
な
道
路
事
業
に

重
点
化
す
る
と
と
も
に
、
事
業
効
果
の
早

期
発
現
を
図
る
観
点
か
ら
、
開
通
時
期
が

近
い
も
の
、
事
業
年
数
が
短
い
も
の
を
優

先
す
る
こ
と
と
し
、
予
算
を
約
2
割
削
減

す
る
②
補
助
事
業
に
つ
い
て
、
一
括
交
付

金
へ
の
対
応
を
前
倒
し
し
、
原
則
と
し
て

補
助
金
を
廃
止
し
、
他
事
業
と
一
体
と

な
っ
た
地
方
公
共
団
体
に
と
っ
て
自
由
度

の
高
い
総
合
交
付
金
を
創
設
す
る
③
事
業

評
価
の
対
象
と
な
る
新
設
・
改
築
事
業
に

つ
い
て
、
平
成
22
年
度
は
新
規
採
択
は
行

わ
な
い
④
直
轄
事
業
の
事
業
実
施
箇
所
数

に
つ
い
て
は
2
割
以
上
を
削
減
す
る
―
等

を
挙
げ
て
い
る
。

【
下
水
道
・
公
園
関
係
】

　

下
水
道
事
業
関
係
予
算
は
、
対
前
年
度

比
92
％
減
の
4
9
6
億
円
が
計
上
さ
れ

た
。
新
た
に
総
額
2
兆
2
、
0
0
0
億
円

の「
社
会
資
本
整
備
総
合
交
付
金
」（
仮
称
）

が
創
設
さ
れ
た
こ
と
に
よ
り
大
幅
に
減
少

し
た
。

　

主
な
事
業
と
し
て
、
①
過
疎
地
域
に
係

る
下
水
道
整
備
を
促
進
す
る
た
め
、
過
疎

法
が
延
長
さ
れ
た
場
合
に
は
、
公
共
下
水

道
の
根
幹
的
施
設
の
整
備
を
市
町
村
に
代

わ
り
都
道
府
県
が
行
う
「
都
道
府
県
代
行

制
度
」
を
継
続
す
る
②
下
水
道
を
活
用
し

た
都
市
部
の
ゲ
リ
ラ
豪
雨
対
策
で
あ
る

「
下
水
道
浸
水
被
害
軽
減
総
合
事
業
」
と

「
雨
に
強
い
都
市
づ
く
り
支
援
事
業
」
を

統
合
し
、
総
合
的
な
浸
水
対
策
を
推
進
す

る
―
等
を
挙
げ
て
い
る
。

　

公
園
事
業
関
係
予
算
は
対
前
年
度
比

64
％
減
の
3
6
2
億
円
が
計
上
さ
れ
た
。

　

同
事
業
に
つ
い
て
も
、
新
交
付
金
が
創

設
さ
れ
た
た
め
大
幅
減
と
な
っ
た
。

⎩―⎧

⎩―⎧
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新
規
・
拡
充
制
度
と
し
て
、
①
一
の
都

府
県
の
区
域
を
超
え
る
よ
う
な
広
域
的
な

見
地
か
ら
設
置
さ
れ
た
イ
号
公
園
に
お
け

る
国
営
公
園
維
持
管
理
業
務
に
つ
い
て
、

国
庫
債
務
負
担
行
為
の
活
用
等
に
よ
り
一

層
の
効
率
化
を
図
る
と
と
も
に
、
公
園
利

用
者
に
対
す
る
安
定
的
な
サ
ー
ビ
ス
を
提

供
す
る
②
国
営
公
園
の
入
園
料
に
、
65
歳

以
上
の
高
齢
者
を
対
象
と
す
る
シ
ル
バ
ー

料
金
を
設
定
し
、
高
齢
者
の
利
用
を
促
進

す
る
―
等
が
あ
る
。

【
河
川
関
係
】

　

河
川
関
係
事
業
予
算
は
、
災
害
復
旧
関

係
分
等
を
含
め
て
対
前
年
度
比
23
％
減
の

6
、
9
7
2
億
円
が
計
上
さ
れ
た
。
直
轄

ダ
ム
建
設
事
業
費
が
12
％
減
の
1
、
3
1

6
億
円
、
直
轄
河
川
改
修
事
業
が
11
％
増

の
9
9
7
億
円
、
災
害
復
旧
関
係
は
前
年

度
同
額
の
5
0
6
億
円
―
等
と
な
っ
て
い

る
。
①
ダ
ム
に
頼
ら
な
い
治
水
対
策
の
推

進
②
再
度
災
害
の
防
止
対
策
及
び
危
機
管

理
体
制
の
充
実
③
災
害
予
防
対
策
③
気
候

変
動
・
地
球
温
暖
化
へ
の
適
応
策
の
実
施

―
等
を
行
う
。

　

補
助
事
業
に
つ
い
て
は
、
特
定
緊
急
砂

防
事
業
な
ど
一
部
の
事
業
を
除
き
、
新
交

付
金
に
事
業
費
を
移
行
し
、
地
方
自
治
体

の
裁
量
に
よ
り
河
川
整
備
や
ソ
フ
ト
対
策

に
使
え
る
も
の
と
し
た
。

　

ダ
ム
事
業
に
つ
い
て
は
、
本
体
工
事
に

着
手
し
て
い
な
い
89
事
業
を
検
証
し
、
来

夏
以
降
に
事
業
の
可
否
を
判
断
す
る
と
し

て
い
る
。

【
住
宅
関
係
】

　

住
宅
局
関
係
事
業
予
算
は
、
対
前
年
度

比
73
％
減
の
2
、
4
8
9
億
円
が
計
上
さ

れ
た
。
総
額
2
兆
2
、
0
0
0
億
円
の
新

交
付
金
に
補
助
金
の
多
く
が
統
合
さ
れ
た

た
め
大
幅
な
減
少
と
な
っ
た
。

　

新
規
制
度
等
と
し
て
①
高
齢
者
等
が
安

心
し
て
暮
ら
せ
る
住
宅
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ

ト
の
充
実
②
リ
フ
ォ
ー
ム
・
省
エ
ネ
化
の

推
進
③
木
造
住
宅
・
建
築
物
の
整
備
促
進

④
住
宅
・
建
築
物
の
安
全
・
安
心
の
確
保

⑤
住
宅
ロ
ー
ン
返
済
困
難
者
対
策
の
拡
充

―
を
行
う
。

　

高
齢
者
の
居
住
安
定
感
に
関
し
て
は
、

医
療
施
設
な
ど
を
併
設
す
る
高
齢
者
向
け

賃
貸
住
宅
の
整
備
促
進
を
図
る
「
高
齢
者

等
居
住
安
定
化
推
進
事
業
」
を
創
設
す
る

ほ
か
、
障
害
者
世
帯
及
び
子
育
て
世
帯
へ

も
補
助
対
策
を
拡
充
す
る
。

　

ま
た
、
国
の
定
め
た
基
準
に
適
合
す
る

地
域
優
良
賃
貸
住
宅
（
高
齢
者
型
）
に
つ

い
て
、
床
面
積
基
準
を
地
方
自
治
体
が
緩

和
で
き
る
よ
う
に
改
め
、
地
域
の
実
情
に

即
し
た
高
齢
者
向
け
賃
貸
住
宅
の
整
備
を

推
進
す
る
ほ
か
、
公
営
住
宅
を
身
体
障
害

者
向
け
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
に
改
良
す
る
場

合
の
工
事
費
の
一
部
に
対
し
て
助
成
す
る
。
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事　　　　　項 概算決定額
（C）

対前年度倍率

備　　　　　考前年度
予算額
（A）

平成22年度
比較対照額
（B）

（C/A） （C/B）

治 山 治 水 811,185 597,410 613,129 0.76 1.03 1 .本表は、沖縄振興開発事業費
の国土交通省関係分を含む。　

2 .本表のほか、内閣府一括計上
の地域再生基盤強化交付金
103,389百万円がある。（平成
21年度144,608百万円対前年度
倍率0.71倍）　

3 .「平成22年度比較対照額」欄
は、平成22年度の各事項ごと
の経費の範囲にあわせて組み
替え掲記したものである。　

4 .計数は、整理の結果異動する
ことがある。

治 水 764,558 574,379 590,784 0.77 1.03
海 岸 46,627 23,031 22,345 0.48 0.97

道 路 整 備 1,222,095 1,095,859 982,179 0.80 0.90

港 湾 空 港 鉄 道 等 474,396 443,434 380,725 0.80 0.86
港 湾 219,500 188,538 165,489 0.75 0.88
空 港 142,875 142,875 113,130 0.79 0.79
都 市 ・ 幹 線 鉄 道 36,200 36,200 26,546 0.73 0.73
新 幹 線 70,600 70,600 70,600 1.00 1.00
航 路 標 識 5,221 5,221 4,960 0.95 0.95

住宅都市環境整備（仮称） 2,416,487 734,174 504,009 0.21 0.69
住 宅 対 策 626,615 377,667 201,662 0.32 0.53
都 市 環 境 整 備 （ 仮 称 ） 1,789,872 356,507 302,347 0.17 0.85
市 街 地 整 備 323,688 22,139 6,250 0.02 0.28
道 路 環 境 整 備 442,416 296,200 264,248 0.60 0.89
都 市 水 環 境 整 備 83,768 38,168 31,849 0.38 0.83
地 域 活 力 基 盤 整 備 940,000 0 0 皆減 －

水道廃棄物処理等（仮称） 687,021 83,784 85,833 0.12 1.02
下 水 道 587,408 43,494 49,624 0.08 1.14
国 営 公 園 等 （ 仮 称 ） 99,613 40,290 36,209 0.36 0.90

社会資本整備総合交付金（仮称） － － 2,200,000 皆増 皆増

小　　　　　計 5,611,184 2,954,661 4,765,875 0.85

推 進 費 （ 仮 称 ） 67,780 39,210 0.58

一般公共事業計 5,678,964 4,805,085 0.85

災 害 復 旧 等 53,449 53,449 1.00

公共事業関係計 5,732,413 4,858,534 0.85

官 庁 営 繕 22,524 19,028 0.84
船 舶 建 造（ 海 上 保 安 庁 ） 24,443 24,458 1.00
そ の 他 施 設 10,239 9,337 0.91
行 政 経 費 567,697 673,291 1.19

合　　　　　計 6,357,316 5,584,648 0.88

平成22年度国土交通省関係予算総括表（国費） （単位：百万円）
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区　　　　　分 前年度
（A）

平成22年度
（B）

対前年度
倍率

（B/A）
備　　　　　考

独立行政法人住宅金融支援機構 30,000 30,000 1.00 1 .独立行政法人都市再生機構は、都市再生業務分
である。　
2 .社会資本整備事業特別会計は、空港整備勘定分
である。　
3 .本表のほかに、以下の財投機関債がある。　
・独立行政法人住宅金融支援機構

　34,550億円（35,856億円）　
・独立行政法人都市再生機構

　1,000億円（   800億円）　
・独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構

　6,700億円（ 4,700億円）　
・東日本高速道路株式会社　－　　 （   600億円）　
・首都高速道路株式会社　　－　　 （   400億円）　
・中日本高速道路株式会社　－　    （ 1,500億円）
・西日本高速道路株式会社　－　    （   600億円）　
・阪神高速道路株式会社　　－　   （   250億円）　
・独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構　

1,000億円（ 1,030億円）　
・関西国際空港株式会社　 683億円（   426億円）　
・中部国際空港株式会社　  29億円（    26億円）　
・独立行政法人水資源機構  85億円（    90億円）　

計 　44,047億円（46,278億円）
　※（　）内は、前年度

独立行政法人都市再生機構 497,200 406,500 0.82

独 立 行 政 法 人
日本高速道路保有・債務返済機構 1,816,000 1,849,000 1.02

東 日 本 高 速 道 路 株 式 会 社 36,500 － －

首 都 高 速 道 路 株 式 会 社 12,200 － －

中 日 本 高 速 道 路 株 式 会 社 57,900 － －

西 日 本 高 速 道 路 株 式 会 社 36,400 － －

阪 神 高 速 道 路 株 式 会 社 3,500 － －

本州四国連絡高速道路株式会社 － － －

独立行政法人　鉄道建設・
運 輸 施 設 整 備 支 援 機 構 53,900 53,200 0.99

関 西 国 際 空 港 株 式 会 社 15,500 18,000 1.16

中 部 国 際 空 港 株 式 会 社 14,600 16,800 1.15

社会資本整備事業特別会計 88,200 68,700 0.78

独 立 行 政 法 人 水 資 源 機 構 12,700 10,500 0.83

独立行政法人奄美群島振興開発基金 300 200 0.67

合　　　　　　計 2,674,900 2,452,900 0.92

平成22年度国土交通省関係財政投融資額表 （単位：百万円）

道路関係予算総括表 （単位：百万円）

事　　　　　項
平成22年度
予算額
（A）

平成21年度
予算額
（B）

倍率
（A/B）

一 般 会 計 繰 入 1,246,427 1,664,511 0.75
道 路 整 備 982,179 1,222,095 0.80
道 路 環 境 整 備 264,248 442,416 0.60

貸 付 金 償 還 金 等 89,309 82,125 1.09
合 計 1,335,736 1,746,636 0.76
（再　計）
直 轄 事 業 1,139,365 1,269,320 0.90
補 助 事 業 93,677 371,937 0.25
有 料 道 路 事 業 等 102,694 105,379 0.97

注 1 ：この他に、地方道路整備臨時貸付金（国費800億円）、高速道路無料化に向けた取組（国費1,000億円）がある。
注 2：道路の補助事業の一部や、活力交付金、他の補助事業等を廃止し、社会資本整備総合交付金（仮称）（国費 2兆2,000億円）

を創設することとしている。
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事　　　　　項
平成21年度
予算額
（A）

平成22年度
予算額
（B）

倍率
（B/A） 備　　　　考

下 水 道 事 業
（43,494） （1.14）
587,408 49,624 0.08

国 営 公 園 等
（40,290） （0.90）
99,613 36,209 0.36

うち国営公園維持管理 11,589 11,375 0.98
う ち 国 営 公 園 整 備 21,147 16,306 0.77

都 市 環 境 整 備 事 業
（22,674） （0.42）
326,101 9,571 0.03

市 街 地 整 備
（15,737） （0.25）
273,389 4,001 0.01

道 路 環 境 整 備
（0） （－）
1,890 0 0.00

都 市 水 環 境 整 備
（6,937） （0.80）
50,822 5,570 0.11

小　　　　　計
（106,458） （0.90）
1,013,122 95,404 0.09

災 害 関 係 538 538 1.00
行 政 経 費 6,659 6,119 0.92

合　　　　　計
（113,655） （0.90）
1,020,319 102,061 0.10

1 ．前年度予算額の（　）書きは、平成22年度の各事項ごとの経費の範囲にあわせて組み替え掲記したものである。
2．本表のほかに、
⑴社会資本整備総合交付金（仮称）がある。
⑵道路事業全体（22年度予算額：1,335,736百万円、前年度予算額：1,746,636百万円、0.76倍）の内数として街路事業がある。
⑶内閣府一括計上の地域再生基盤強化交付金（22年度予算額：103,389百万円、前年度予算額：144,608百万円、0.71倍）がある。

①都市整備関係

事　　　　　項
平成21年度
予算額
（A）

平成22年度
予算額
（B）

倍率
（B/A） 備　　　　考

離 島 振 興 71,468 57,868 0.81

公 共 事 業 71,230 57,630 0.81

行 政 経 費 238 238 1.00

奄 美 振 興 28,770 20,525 0.71

公 共 事 業 28,334 20,090 0.71

行 政 経 費 436 435 1.00

小 笠 原 振 興 1,442 1,438 1.00

豪 雪 地 帯 振 興 165 92 0.56

半 島 振 興 62 62 1.00

②特定地域振興対策関係

（単位：百万円）

（単位：百万円）

平成22年度都市・地域整備局関係主要予算（国費）
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■ 河川局関係予算
平成22年度予算案

事業費 国費

①維持管理 152,679 139,063

②災害対応・危機管理対策 181,207 136,272

③予防的な治水対策 214,952 163,096

④良好な河川環境の回復 16,706 10,183

⑤ダム建設事業 231,396 169,093

⑥その他 22,756 27,295

合　　　　　　計 819,697 645,002

※ 1 ）直轄事業負担金については、維持管理分（特定の事業に要する費用を除く。）及び業務取扱費にかかる地方負担金収入がな
いものとしている。

※ 2）「②災害対応・危機管理対策」のうち激甚災害対策特別緊急事業等の災害対応事業及び「⑤ダム建設事業」のうち補助ダム
建設事業について、当該事業にかかる過年度国庫債務負担及び特定治水施設等整備事業を含んだ計数である。

※ 3）「⑥その他」は、補助率差額、特定河川改良・砂防工事交付金、消費税、国有資産所在市町村交付金、事業調査費、調査諸費、
横断的調査費、今回交付金化された事業にかかる過年度国債及び子ども手当にかかる業務取扱費の追加額である。

※ 4）河川局関係予算には、上記のほか、災害復旧関係事業にかかる国費として平成22年度50,602（百万円）、行政部費として平
成22年度1,680（百万円）がある。

※ 5）河川局関係予算としては、上記のほか、社会資本整備総合交付金（仮称）（2.2兆円）がある。

河川局関係　予算事項別総括表

（単位：百万円）平成22年度　河川局関係の直轄・補助事業に関する予算
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特 集特 集 平成22年度　関係省庁予算

農 林 水 産 省農 林 水 産 省農 林 水 産 省
－農林水産関係予算・施策の概要－

特 集 平成22年度　関係省庁予算

－農林水産関係予算・施策の概要－
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＜別掲 1＞　農林水産省の予算（当初及び補正）の推移

年度 当初予算
補　正　予　算

予算合計 備　考
補正 1号 補正 2号 補正 3号 補正計

平成 億円 億円 億円 億円 億円 億円

1 31,589 － 3,150 － 3,150 34,739

2 31,221 1,980 － － 1,980 33,201

3 32,658 1,818 － － 1,818 34,476 バブル経済崩壊

4 33,118 4,667 － － 4,667 37,785

5 33,680 4,467 3,172 5,112 12,751 46,431 大冷害、ウルグアイ・ラウンド対策

6 34,188 5,998 181 － 6,179 40,367

7 35,400 1,442 9,499 － 10,941 46,341 ウルグアイ･ラウンド対策

8 35,973 5,347 － － 5,347 41,320

9 35,922 3,311 － － 3,311 39,233

10 33,756 5,333 － 6,885 12,218 45,974

11 34,056 2 6,096 － 6,098 40,154

12 34,279 4,955 － － 4,955 39,234

13 34,003 1,468 3,114 － 4,582 38,585

14 31,905 2,994 － － 2,994 34,899 小泉内閣初予算

15 31,114 1,514 － － 1,514 32,628

16 30,522 2,375 － － 2,375 32,897

17 29,362 1,404 － － 1,404 30,766

18 27,783 1,666 － － 1,666 29,449

19 26,927 1,822 － － 1,822 28,749

20 26,370 2,602 － － 4,065 30,435 リーマン・ショック

21 25,605 5,539 314 － 5,853 31,458 緊急経済対策10,302の4,763返納

22 24,517 新政権初予算
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＜別掲 2＞　農山漁村地域整備交付金（公共）

自治体が農山漁村地域のニーズにあった計画を自ら策定し、農業農村、森林、水産各分野における公共事業
を自由に選択し、総合的、一体的な整備を支援します。

○　農地、農業用水等の農業農村基盤の整備
○　森林の整備・保全による森林の多面的機能の発揮
○　水産物の安定供給の確保

＜主な内容＞

1  ．都道府県又は市町村は、農山漁村地域整備の目標等を記載した農山漁村地域整備計画を策定し、これに基づき事業を実施

します。

2  ．以下の事業を総合的に実施することができます。

①　農業農村基盤整備事業

農業用用排水施設整備、ほ場整備、農地防災、農業集落排水施設整備等

②　森林基盤整備事業

路網整備、県有林の間伐等の森林整備、予防治山等

③　水産基盤整備事業

漁港施設整備、漁場造成、水域環境保全、漁港漁村環境整備等

④　海岸保全施設整備事業

海岸保全施設整備、海岸環境整備等

⑤　効果促進事業

農山漁村地域整備計画の目標を達成するため、上記事業①～④と一体となって事業効果を高めるために必要な事業

3  ．国から都道府県に交付金を交付※し、都道府県は自らの裁量により地区毎に配分できます。また、都道府県の裁量で地区

間の融通、施設間の融通が可能です。
　（※水産基盤整備の一部事業については、市町村への直接交付も可能。）

＜背景／課題＞

　地域の創意工夫を活かした農山漁村地域の総合的な整備を進めるため、農業農村、森林、水産の各分野でそれぞれが実施し

てきた既存制度を抜本的に見直しました。

　自治体が農山漁村地域のニーズにあった計画を自ら策定し、農林水産省の各公共事業を自由に選択できるとともに、自治体

の自由な創意工夫によるソフト事業も実施可能な、自由度が高く、使い勝手の良い新たな交付金を創設しました。

対策のポイント

政策目標

【150,000（0）百万円】
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＜別掲 3＞　戸別所得補償制度に関するモデル対策

平成22年度においては、「制度のモデル対策」として
①　自給率向上のための戦略作物等への直接助成
② 　自給率向上の環境整備を図るための水田農業経営への助成
を内容とする対策を実施し、平成23年度からの本格実施への円滑な移行に資します。

＜主な内容＞

1　水田利活用自給力向上事業　216,729（0）百万円

自給率の向上を図るため、水田を有効活用して、麦・大豆・米粉用米・飼料用米等の戦略作物の生産を行う販売農家に

対して、主食用米並の所得を確保し得る水準を直接支払により交付します。

また、従来の助成体系を大幅に簡素化し、全国統一単位の設定など分かりやすい仕組みとします。

　⑴　交付対象者

これまで需給調整に参加してこなかった農家が参加しやすくなるよう、米の「生産数量目標」の達成にかかわらず助成

対象とします。

　⑵　交付単価

作　　物 単価（10a当たり）

麦、大豆、飼料作物 35,000円

新規需要米（米粉用・飼料用・バイオ燃料用米、WCS用稲） 80,000円

そば、なたね、加工用米 20,000円

その他作物（都道府県単位で単価設定可能） 10,000円

二毛作助成（主食用米と戦略作物又は戦略作物同士の組み合わせ） 15,000円

　⑶　激変緩和措置

現行に比べて助成額が減少する地域における影響をできる限り緩和するため、以下の激変緩和措置を講じます。

ア　単価設定の弾力的運用等

　・ その他作物に対する助成を活用した、新規需要米を除く戦略作物への加算

　・ 麦・大豆・飼料作物の間の単価調整

　・ 二毛作助成による、二毛作可能地域の激変緩和効果

イ　激変緩和調整枠の設定

　・ アの取組を行っても、なお、減少分の激変緩和を行う必要がある場合の措置として、別途の「激変緩和調整枠」を設

け、単価変動の大きい作物への加算を実施

2 　米戸別所得補償モデル事業　337,088（0）百万円

意欲ある農家が水田農業を継続できる環境を整えることを目的に、恒常的に生産に要する費用が販売価格を上回る米に対

して、所得補償を直接支払により実施します。

　⑴　交付対象者

米の「生産数量目標」に即した生産を行った販売農家・集落営農のうち、水稲共済加入者又は前年度の出荷・販売実績

のあるもの

対策のポイント
【561,821（0）百万円】
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　⑵　交付対象面積

主食用米の作付面積から一律10a控除して算定

　⑶　交付単価

①　定額部分

標準的な生産に要する費用と標準的な販売価格の差額である 1万 5千円／ 10aを全国一律単価とし、これに交付対象

面積を乗じた金額を当年産の販売価格のいかんに関わらず交付します。

②　変動部分

当年産の販売価格が標準的な販売価格を下回った場合、その差額を基に変動部分の交付単価を算定し、これに交付対

象面積を乗じた金額を交付します。

定額部分 10a当たり 1万 5千円（全国一律）

変動部分 当年産の販売価格が標準的な販売価格（過去 3年平均）を下回った場合、
その差額を基に変動部分の交付単価を算定

3 　推進事業等

　⑴　戸別所得補償制度導入推進事業　7,641（0）百万円

戸別所得補償制度モデル対策の実施及び23年度からの本格実施への移行に必要となる、システム開発・端末整備や直接

支払に要する経費を確保するとともに、現場における事業推進や要件確認を行う市町村等に対し必要な経費を助成します。

　⑵　統計調査事業　362（0）百万円

平成23年度からの戸別所得補償制度の本格実施に向けて、なたね、そば等の生産費や単収に係る新たな統計データを把

握できるよう、調査内容を拡充します。

（参考）

標
準
的
な
販
売
価
格

（
過
去
3
年
の
平
均
）

標
準
的
な
生
産
に
要
す
る
費
用

（
過
去
7
年
中
庸
5
年
の
平
均
）

当
年
産
の
販
売
価
格

当
年
産
の
販
売
価
格

定額部分
（1.5万円／10a）

変動部分

変動部分なし
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農林水産省関係予算

1．総括表

区　　　　　分 21　年　度
予　算　額

22　年　度
概算決定額 対前年度比

億円 億円 ％

農 林 水 産 予 算 総 額 25,605 24,517 95.8

１　公 共 事 業 費 9,952 6,563 65.9

一 般 公 共 事 業 費 9,760 6,371 65.3

災害復旧等事業費 193 193 100.0

２　非 公 共 事 業 費 15,653 17,954 114.7

一 般 事 業 費 6,993 6,355 90.9

食料安定供給関係費 8,659 11,599 133.9

（注）1．計数整理の結果、異動を生じることがある。
2．計数は、四捨五入のため、端数において合計とは一致しないものがある。

2．公共事業費一覧

（注）上記のほか、地域再生基盤強化交付金措置額を内閣府に計上。

事　　　　　項 21　年　度
予　算　額

22　年　度
概算決定額 対前年度比

農 業 農 村 整 備 577,220 212,939 36.9

林 野 公 共 260,925 187,030 71.7

治　　　　　　　　山 99,190 68,833 69.4

森 林 整 備 161,735 118,197 73.1

水 産 基 盤 整 備 119,860 82,227 68.6

海 岸 17,965 4,900 27.3

農山漁村地域整備交付金 ― 150,000 皆増

一 般 公 共 事 業 費 計 975,970 637,096 65.3

災 害 復 旧 等 19,250 19,250 100.0

公 共 事 業 費 計 995,220 656,346 65.9

（単位：百万円、％）
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3．農業・農村関係

事　　　　　項 21　年　度
予　算　額

22　年　度
概算決定額 備　　　　　考

（大臣官房）

一　米戸別所得補償モデル事業 0 337,088 ・生産数量目標に即したコメ生産への所得補償
二　戸別所得補償制度導入推進事業 0 7,641 ・制度導入のための推進体制の構築
三 　新型感染症発生時等の食料供給能力
向上対策事業

0 30 ・食品事業者の事業継続計画策定の促進

四 　食料自給率向上国民運動拡大推進事業 1,700 1,000 ・食料自給率向上のための広報事業を実施
五　地球環境総合対策推進事業 58 99 ・排出量取引や「CO₂の見える化」等の推進
（国際部）
一 　APEC食料安全保障担当大臣会合等
開催経費

0 244 ・食料安全保障を議論する大臣会合等を開催

二 　農業等国際協力推進費 4,250 3,956 ・開発途上国に対する農林水産分野での協力
（統計部）
一 　戸別所得補償制度の実施に向けた新
たな統計調査

0 362 ・なたね、そば等の生産費、単収の調査を実施

（総合食料局） H22（H21）
一 　未来を切り拓く 6次産業創出総合対
策

0 13,073 ・「農山漁村の 6次産業化」への取組を支援

①地産地消・販路拡大・価値向上 3,358（　　　　0）
　・農業者の加工・流通への取組等を支援
②流通の効率化・高度化 189（　　　　0）
　・食品流通の効率化・高度化等の取組を支援
③国際展開 1,419（　　　　0）
　・農林水産物・食品の輸出の取組等を支援
④資源・環境対策 7,310（　　　　0）
　・食品産業の環境対策や再生可能エネルギーの活用等を
支援

⑤ 品質管理・コンプライアンスの徹底を通じた企業体質の
強化 329（　　　　0）

　・HACCP導入やコンプライアンスの徹底等の取組を支援
⑥ 緑と水の環境技術革命プロジェクト 468（　　　　0）
　・資源を活用した新たな産業の創出等を支援

（消費・安全局）
一 　有害化学物質・微生物リスク管理基
礎調査事業

327 310 ・有害化学物質・有害微生物の実態調査の実施

二 　消費・安全対策交付金 2,314 2,686 ・都道府県等の食の安全確保等の取組への支援
三 　食の情報提供活動促進事業 0 19 ・食品事業者による消費者への食品の情報提供の促進
四 　家畜伝染病予防費 3,590 3,590 ・家畜の伝染病の発生予防・まん延防止等
五 　動物検疫所及び植物防疫所の検疫事業 2,482 2,494 ・動植物の検疫体制の強化・拡充
（生産局）
一　水田利活用自給力向上事業 0 216,729 ・水田での麦、大豆、新規需要米等の生産への助成
二　強い農業づくり交付金 24,416 14,385 ・安定的農産物供給に必要な施設整備等を支援
三　産地収益力向上支援事業 0 3,813 ・産地における収益力向上に向けた取組を支援
四　農畜産業機械等リース支援事業 0 2,742 ・農業機械等のリース経費負担を軽減
五　鳥獣被害防止総合対策交付金 2,800 2,278 ・鳥獣被害防止の取組に対する支援
六　野菜価格安定対策事業 9,363 9,060 ・野菜価格低落時における生産者補給金の交付
七 　国内産糖・いもでん粉産地緊急構造
改革支援事業

1,097 1,090 ・さとうきび等の生産体制の整備等を支援

八　生産環境総合対策 3,619 1,449 ・地球温暖化対策の推進や有機農業等の支援
九　飼料増産総合対策事業 3,259 4,239 ・自給飼料生産や食品残さの飼料化等の支援

（単位：百万円）
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事　　　　　項 21　年　度
予　算　額

22　年　度
概算決定額 備　　　　　考

十　加工原料乳生産者補給金交付等事業 15,777 14,170 ・酪農家の経営安定のための補給金の交付等
十一 　国産チーズ供給拡大・高付加価値
化対策事業

0 2,914 ・特色ある国産チーズの生産を支援

（経営局）
一　スーパーL資金等の金利負担軽減措置 0 11,201の内数 ・スーパー L資金等の金利負担軽減特別融資枠の設定
二　農業改良資金関係事業 0 91 ・農業者の経営改善に対する無利子資金の貸付け
三　農業信用補完強化事業交付金 770 1,089 ・運転資金に無担保無保証人の特別保証枠等の設定
四　経営体育成交付金 0 8,145 ・経営体育成に必要な機械整備等への総合支援
五　水田・畑作経営所得安定対策【特会】 232,426 233,041 ・土地利用型農業の経営体の経営安定を支援
六　農業共済関係事業（農業災害補償制度） 99,179 93,258 ・農業共済に係る共済掛金及び事務費の一部等を国が負担
七　農の雇用事業 0 2,115 ・農業法人等が就農希望者を雇用し研修を実施
八　農地制度実施円滑化事業 5,546 10,742 ・農地制度の運用を担う農業委員会等への支援
九　農地利用集積事業【特会】 7,561 4,002 ・面的集積組織が行う調整活動を支援
（農村振興局）
一　中山間地域等直接支払交付金 23,446 26,474 ・中山間地域等の農業生産条件の不利を補正
二　農地・水・環境保全向上対策 26,115 所要額 27,275 ・地域の共同活動と先進的な営農活動を支援
三　活力ある農山漁村づくり推進事業 2,001 1,103 ・地域資源を活用した活性化の取組への助成
四 　農村振興再生可能エネルギー導入支
援事業

912 1,493 ・農村地域の再生可能エネルギーの利活用支援

五　農山漁村定住・交流活性化交付金 35,553 25,244 ・定住・交流等を通じた農山漁村活性化を支援
六　耕作放棄地再生利用緊急対策交付金 5,459 所要額 14,050 ・賃借等により耕作放棄地を再生利用する取組を支援
（農林水産技術会議事務局）
一 　自給飼料を基盤とした国産畜産物の
高付加価値化技術の開発

0 545 ・飼料用有色素米品種、飼料用米の給与技術を開発

二 　水田の潜在能力発揮等による農地周
年有効活用技術の開発

0 604 ・小麦・なたねの優良品種、大豆等の湿害回避技術を開発

三 　地域活性化のためのバイオマス利用
技術の開発

1,414 1,503 ・低コスト・高効率バイオマス利用技術を開発

四 　農林水産分野における地球温暖化対
策のための緩和及び適応技術の開発

0 675 ・地球温暖化に対応した緩和・適応技術を開発

五 　新たな農林水産政策を推進する実用
技術開発事業

6,516 6,183 ・技術開発から実証までの切れ目のない取組等を支援

4．森林・林業関係 （単位：百万円）

事　　　　　項 21　年　度
予　算　額

22　年　度
概算決定額 備　　　　　考

（林野庁）
一　森林・林業・木材産業づくり交付金 13,222 7,085 ・集約化施業や木材利用推進に必要な施設整備等を支援
二　森林整備地域活動支援交付金 9,945 所要額 7,120 ・施業集約化に必要な境界明確化等を支援
三　山村活性化総合推進事業 722 537 ・森林資源を活用した起業等山村の自主的な取組を支援
四　森林の生物多様性保全総合対策事業 168 1,013 ・森林生態系の調査や保護・管理技術の開発等
五　森林づくり国民運動推進事業 182 121 ・森林吸収源対策推進のための緑化活動等の推進
六　集約化施業促進等経営支援対策 2,044 730 ・集約化施業を担う事業体・人材の育成を支援
七　緑の雇用総合対策事業 9,762 所要額 9,527 ・林業就業者等の実地研修、人材育成に係る調査等
八　木材産業活性化総合対策事業 272 222 ・地域の木材産業の連携や設備のリース等を支援
九　国産材利用拡大総合対策事業 321 1,554 ・住宅への国産材利用や違法伐採対策等を支援
十　木質バイオマス利用加速化事業 0 622 ・木質バイオマスの安定供給、コスト低減等を支援
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事　　　　　項 21　年　度
予　算　額

22　年　度
概算決定額 備　　　　　考

（水産庁）

一 　漁業共済・漁業経営安定対策（積立
ぷらす）

22,612 20,255 ・水揚げ金額が減少した場合の減収補てん等

二 　燃油・養殖用配合飼料の価格高騰対策 0 1,955 ・燃油価格等の高騰時に補てん金を交付

三　漁業者への直接所得補償調査等 0 170 ・所得補償制度の設計に必要な調査等を実施

四　新規就業・新規参入対策 1,228 1,456 ・就業者向け相談会、長期研修等への支援

五　漁業金融対策 425 1,311 ・漁業者向け融資の利子助成及び保証の充実

六　漁場保全・被害対策 2,069 12,002 ・有害生物による被害防止対策や漂流・漂着物の回収等

七　環境・生態系保全対策 1,330 761 ・漁業者等が行う藻場・干潟等の保全活動を支援

八　資源調査・資源管理等 4,902 4,246 ・資源調査の実施や資源回復計画の作成・実施等

九　加工・流通・消費対策 2,623 1,666 ・漁業者団体が行う販売戦略の策定や販路開拓等を支援

十　強い水産業づくり交付金 7,674 5,045 ・漁業者の共同利用施設等の整備に対する支援

十一　離島漁業再生支援交付金 0 1,378 ・漁業再生に取り組む離島の漁業集落を支援

5．水産関係 （単位：百万円）
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特 集特 集 平成22年度　関係省庁予算

文 部 科 学 省文 部 科 学 省文 部 科 学 省
－文教関係予算・施策の概要－

特 集 平成22年度　関係省庁予算

－文教関係予算・施策の概要－
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上

限
と
し
て
所
得
に
応
じ
て
助
成
す
る
。
支

援
金
に
つ
い
て
は
、
学
校
設
置
者
に
よ
る

代
理
受
領
と
な
る
。

　

次
に
、
公
立
の
小
・
中
学
校
（
中
等
教

育
学
校
の
前
期
課
程
を
含
む
）
及
び
特
別

支
援
学
校
の
小
・
中
学
部
の
教
職
員
の
給

与
費
に
つ
い
て
、
都
道
府
県
が
負
担
し
た

経
費
の
3
分
の
1
を
国
が
負
担
す
る
義
務

教
育
費
国
庫
負
担
金
は
文
科
省
一
般
会
計

予
算
の
約
28
・
5
％
に
あ
た
る
1
兆
5
、

9
3
7
億
円
が
計
上
さ
れ
た
。
小
中
学
校

の
教
職
員
定
数
は
4
、
2
0
0
人
分
の
増

で
、
7
年
ぶ
り
に
少
子
化
に
伴
う
自
然
減

3
、
9
0
0
人
を
上
回
る
3
0
0
人
の
純

増
と
な
る
。

　

ま
た
、
3
年
に
わ
た
り
悉
皆
調
査
と
し

て
行
わ
れ
て
い
た
全
国
学
力
・
学
習
状
況

調
査
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
ま
で
の
成
果
を

踏
ま
え
、
一
定
の
継
続
性
を
保
ち
つ
つ
、

抽
出
調
査
（
抽
出
率
約
30
％
）
に
切
り
替

え
て
実
施
さ
れ
る
。
た
だ
し
、
抽
出
対
象

外
と
な
っ
て
も
、
学
校
の
設
置
者
が
希
望

す
れ
ば
調
査
を
利
用
で
き
る
こ
と
と
さ
れ

て
い
る
。

　

さ
ら
に
、幼
児
教
育
の
推
進
に
つ
い
て
、

幼
稚
園
就
園
奨
励
費
補
助
は
低
所
得
者
へ

の
給
付
の
重
点
化
を
図
る
観
点
か
ら
、
補

助
単
価
の
在
り
方
が
抜
本
的
に
見
直
さ
れ

た
。
生
活
保
護
世
帯
の
第
1
子
補
助
単
価

が
増
額
さ
れ
る
と
と
も
に
、
第
2
子
の
保

護
者
負
担
に
つ
い
て
、
兄
姉
が
小
1
〜
3

の
場
合
9
割
か
ら
7
割
5
分
へ
と
負
担
が

軽
減
さ
れ
る
。

　

一
方
、
概
算
要
求
に
お
い
て
、
へ
き
地

児
童
生
徒
援
助
費
等
補
助
金
に
お
け
る
寄

宿
舎
等
住
居
費
に
つ
い
て
、
中
学
校
卒
業

後
、
自
宅
を
離
れ
て
高
校
に
進
学
す
る
生

徒
に
対
し
経
費
を
負
担
す
る
都
道
府
県
及

び
市
町
村
の
事
業
へ
の
補
助
が
盛
り
込
ま

れ
て
い
た
が
、
予
算
案
に
は
計
上
さ
れ
な

か
っ
た
。

2
、
地
域
全
体
で
教
育
に
取
り
組
む

体
制
づ
く
り
の
支
援

　

学
校
・
家
庭
・
地
域
の
連
携
協
力
推
進

事
業
に
つ
い
て
は
、
昨
年
度
か
ら
の
継
続

事
業
で
あ
り
、
放
課
後
子
ど
も
教
室
の
推

進
や
ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
等
の
活
用

な
ど
4
つ
の
新
規
を
含
む
10
の
事
業
が
含

ま
れ
て
い
る
。
今
年
度
は
1
3
0
億
円
が

計
上
さ
れ
た
。
中
で
も
、
小
学
校
に
お
け

る
ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
の
配
置
に
つ

い
て
は
、
現
在
の
3
、
6
5
0
校
か
ら
1

0
、
0
0
0
校
へ
拡
充
す
る
こ
と
が
盛
り

込
ま
れ
て
い
る
。

　

ま
た
、
青
少
年
の
健
全
育
成
の
推
進
と

し
て
、①
青
少
年
体
験
活
動
総
合
プ
ラ
ン
、

②
青
少
年
を
取
り
巻
く
有
害
環
境
対
策
の

推
進
が
盛
り
込
ま
れ
る
と
と
も
に
、
③
子

ど
も
読
書
普
及
啓
発
事
業
が
新
規
に
創
設

さ
れ
た
。
③
で
は
、
子
ど
も
読
書
の
日
の

普
及
啓
発
、
Ｗ
Ｅ
Ｂ
サ
イ
ト
を
活
用
し
た

情
報
提
供
等
を
行
う
こ
と
と
さ
れ
て
い

る
。
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政 策

文部科学省関係予算
区　　　　　分 平成21年度予算額 平成22年度予算額 比較増△減額 備　　　　　考

一　般　会　計
百万円 百万円 百万円

5,281,652 5,592,612 310,960 5.9％増

1．初等中等教育の充実 （単位：百万円）

事　　　　　項
平成21年度
予　算　額

平成22年度
予　算　額

比較増
△減額

備　　　　　考

⑴公立高校の授業料無償化及び
高等学校等就学支援金の創設

0 393,269 393,269 ○概要：家庭の状況にかかわらず、全ての意志ある高校生等が安
心して勉学に打ち込める社会をつくるため、公立高校の
授業料を無償化するとともに、高等学校等就学支援金を
創設することにより、家庭の教育費負担を軽減する。

◆高等学校等就学支援金等【新規】 
　公立高校生については授業料を不徴収とし、地方公共団体に対
して授業料収入相当額を国費により負担するとともに、私立高校
生については就学支援金（※）を支給することにより、世帯の教
育費負担を軽減する。
※年額118,800円を上限とするが、低所得世帯については、所
得に応じて59,400円～ 118,800円を追加支給

【対象学校種】
　高等学校、中等教育学校（後期課程）、特別支援学校高等部、
高等専門学校（１～３年生）及び専修学校・各種学校等のうち
高等学校に類する課程を置くものとして文部科学大臣が指定す
るもの

⑵義務教育費国庫負担金等 1,654,045 1,596,527 △57,518 ◆義務教育費国庫負担金 1,593,767
・教職員定数の改善
　新学習指導要領先行実施に伴う理数教科の少人数指導の充
実や特別支援教育の充実等のため、平成22年度において、
4,200人の教職員定数の改善を図る。

【内訳】
　　①理数教科の少人数指導の充実 2,052人
　　②特別支援教育の充実 1,778人
　　　○小・中学校の通級指導の充実（1,418人）
　　　○特別支援学校のセンター的機能の充実（313人）
　　　○養護教諭定数の充実（47人）
　　③外国人児童生徒への日本語指導の充実 250人
　　④食育の充実（栄養教諭定数の充実） 47人
　　⑤教員の事務負担の軽減（事務職員定数の充実） 73人
　　　　計 4,200人
　・教員給与の縮減（平成23年 1 月実施： 3カ月分）
　　　①義務教育等教員特別手当　　▲15億円

（給料の2.2％→1.5％）
　　　②給料の調整額　　　　　　　▲ 2億円 （調整数1.5→1.25）
◆退職教員等人材活用事業－サポート先生の配置－ 2,760
　新学習指導要領の先行実施に伴う理数教科の授業時数増への
対応や小１プロブレム・中１ギャップ対応等のため、平成22年
度において、7,000人の退職教員や経験豊かな社会人等の活用
を図る。
・非常勤講師等の配置
　14,000人　→　7,000人（週12時間換算）
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政 策

事　　　　　項
平成21年度
予　算　額

平成22年度
予　算　額

比較増
△減額

備　　　　　考

⑶全国的な学力調査の実施 5,780 3,317 △2,463 ◆全国学力・学習状況調査の実施 3,290
　３年間の悉皆調査の成果を踏まえ、一定の継続性を保ちつつ、
抽出調査（抽出率約30％程度）に切り替えて小学校第６学年及
び中学校第３学年の児童生徒を対象とし、国語及び算数・数学
について実施する。また、抽出対象外となっても学校の設置者
が希望すれば調査を利用することができるようにする。
【平成22年度調査実施予定日　平成22年４月20日（火）】
◆学力調査の今後の在り方に関する調査検討【新規】 4
◆学力調査を活用した専門的な課題分析に関する調査研究 23

⑷地域に根ざした道徳教育の推
進

1,336 706 △630 ◆道徳教育総合支援事業 706
・全国的な事例収集と情報提供
　全国協議会の開催や「心のノート」のWEB掲載　等
・自治体による多様な事業への支援
　外部講師派遣や保護者・地域との連携など特色ある道徳教
育への支援、地域教材の作成など教材活用への支援を行う。

⑸外国語教育の推進 900 258 △642 ◆小学校外国語活動の導入等新学習指導要領の着実な実施に向け
た条件整備 219

◆高校生の留学促進 29
⑹芸術表現を通じたコミュニ
ケーション教育の推進

0 10 10 ◆コミュニケーション教育推進のための検討【新規】 10
　言語活動の充実に資する効果や学力・問題行動への効果の検
証等を行いながら、コミュニケーション教育推進のための具体
的な指導法の開発などの検討を行う。
　　・演劇・ダンス等の芸術表現を用いた学習プログラムの開発
　　・国語の学力や学習意欲等との相関関係を分析
　　・容易にキレるなどの問題行動への効果の検証等

⑺生徒指導・進路指導等の取組
の推進

1,237 491 △746 ◆生徒指導・進路指導総合推進事業 491

⑻幼児教育の推進 20,515 20,526 11 ◆幼稚園就園奨励費補助【拡充】 20,417
  保護者の所得状況に応じた経済的負担の軽減等を図ることを
目的として､ 保育料等を軽減する ｢就園奨励事業｣ を実施して
いる地方公共団体に対して､ 所要経費の一部を補助する｡ 子ど
も手当の創設を踏まえ､ 低所得者への給付の重点化を図る観点
から､ 補助単価の在り方を抜本的に見直す｡
･ 生活保護世帯第１子補助単価 : 153,500円→220,000円
･ 第２子の保護者負担の軽減
 (兄姉が小１～３の場合 0.9→0.75) 等

◆幼児教育の改善・充実調査研究 75
◆幼稚園教育理解推進事業 34

⑼特別支援教育の推進 8,011 7,973 △38 ◆特別支援教育総合推進事業 305
◆民間組織・支援技術を活用した特別支援教育研究事業 40
◆特別支援教育就学奨励費負担等【拡充】 7,471
◆教科用特定図書等普及推進事業 157

⑽外国人児童生徒教育の推進 301 16 △285 ◆外国人児童生徒の総合的な学習支援事業【新規】 12
　外国人児童生徒の適応指導・日本語指導を担当する教員・支
援員等が効率的な指導を行えるよう、ガイドラインの作成や研
修マニュアル、日本語能力の測定方法の開発など、外国人、児
童生徒の学習を総合的に支援する事業を行う。

⑾教員の資質向上 1,216 469 △747 ◆教員免許制度の抜本改革 223
◆大学における教員の現職教育への支援等 246
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政 策

事　　　　　項
平成21年度
予　算　額

平成22年度
予　算　額

比較増
△減額

備　　　　　考

⑿学校運営支援事業等の推進
（コミュニティ・スクール等）

664 300 △364 ◆学校運営支援事業・初等中等教育改革の推進（コミュニティ・
スクール等） 300

　　・コミュニティ・スクール推進への取組
　コミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）の活用
を推進するため、市町村教育委員会等への委託により、こ
れからコミュニティ・スクールを導入しようとする各学校
の実情に応じた制度運用の方策を研究・開発する。

　　・学校評価・情報提供の充実・改善等に向けた取組
　　・帰国・外国人児童生徒の受入体制の整備

⒀学校健康教育等の推進 979 886 △93 ◆学校すこやかプラン等の充実【拡充】 399
◆子ども安心プロジェクトの充実【拡充】 156
◆食育推進プランの充実 331

⒁公立学校施設の耐震化等の推
進

105,083 103,154 △1,929 ◆地震により倒壊の危険性のある公立小中学校、幼稚園、特別支
援学校施設の耐震化の推進
　平成22年度においては、地震により倒壊の危険性があるもの
のうち、耐震性の低い施設の耐震化を優先的に実施　
＜耐震化棟数　約2,200棟＞

2．地域全体で教育に取り組む体制づくりの支援

事　　　　　項
平成21年度
予　算　額

平成22年度
予　算　額

比較増
△減額

備　　　　　考

⑴学校・家庭・地域の連携協力
の推進

14,261 13,093 △ 1,168 ◆学校･家庭･地域の連携協力推進事業　補助率１／３ 13,093
　　・学校支援地域本部事業
　　・放課後子ども教室推進事業
　　・家庭教育支援基盤形成事業
　　・地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業

スクールガード・リーダーの配置　 
小学校５校に１名配置 4,500人

・スクールカウンセラー等活用事業
スクールカウンセラーの配置　 　　
小学校 3,650校→10,000校、中学校 10,028校等

・スクールソーシャルワーカー活用事業
・スクールヘルスリーダー派遣事業【新規】
　経験の浅い養護教諭の１人配置校や未配置校に退職養
護教諭を派遣し、児童生徒の多様化する現代的な健康課
題に対する指導助言を行うなどの取組を支援する。
（2,400校）

・帰国・外国人児童生徒受入促進事業【新規】
・豊かな体験活動推進事業【新規】
　児童の豊かな人間性や社会性を育むため、学校教育にお
いて行われる自然の中での集団宿泊活動を推進する取組を
支援する。（330校）　
・専門的な職業系人材の育成推進事業【新規】

⑵青少年の健全育成の推進 518 347 △171 ◆青少年体験活動総合プラン 138
・自然体験活動指導者養成事業
・子ども・若者育成支援のための体験活動推進事業

◆青少年を取り巻く有害環境対策の推進 160
・有害環境から子どもを守るための推進体制の構築
・青少年とメディアに関する実態調査

◆子ども読書普及啓発事業【新規】 49
　国民の間に広く子どもの読書活動についての関心と理解を深
めるため、子ども読書の日の普及啓発、WEBサイトを活用し
た普及啓発、情報提供を行う。

（単位：百万円）
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政 策

【
チ
ャ
レ
ン
ジ
25
の
推
進
】

　

鳩
山
総
理
大
臣
が
昨
年
9
月
国
連
総
会

で
表
明
し
た
「
温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量
を

2
0
2
0
年
ま
で
に
1
9
9
0
年
比
で

25
％
削
減
を
目
指
す
」
と
す
る
目
標
達
成

に
向
け
て
、
今
後
10
年
で
あ
ら
ゆ
る
政
策

を
総
動
員
し
て
い
く
必
要
が
あ
り
、
政
府

は
、
こ
の
25
％
削
減
に
向
け
た
取
り
組
み

を
「
チ
ャ
レ
ン
ジ
25
」
と
名
付
け
、
政
府

全
体
の
重
点
課
題
と
し
て
い
る
。

　

環
境
省
に
お
い
て
は
、
こ
の
た
め
の
戦

略
を
練
る
と
と
も
に
、
様
々
な
地
域
の
独

自
の
取
組
や
国
民
の
「
緑
の
消
費
」、
企

業
や
農
林
業
に
お
け
る
「
緑
の
投
資
」
を

促
進
す
る
と
し
て
い
る
。
ま
た
、
グ
リ
ー

ン
・
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
や
先
進
国
と
途
上

国
と
の
架
け
橋
と
な
る
た
め
の
鳩
山
イ
ニ

シ
ア
テ
ィ
ブ
を
推
進
す
る
な
ど
の
取
組
を

行
う
と
し
て
い
る
。

【
環
境
省
の
重
点
施
策
】

　

環
境
省
関
係
予
算
は
、
前
年
度
比
5
・

8
％
減
の
2
、
1
5
8
億
円
が
計
上
さ
れ

た
が
、「
一
．
25
％
削
減
目
標
の
達
成
と

豊
か
な
暮
ら
し
の
実
現
に
向
け
た
社
会
の

変
革
」、「
二
．
生
物
多
様
性
の
保
全
と
持

続
可
能
な
利
用
に
よ
る
自
然
共
生
社
会
の

実
現
に
向
け
て
」、「
三
．
循
環
型
社
会
づ

く
り
に
向
け
て
」、「
四
．
安
全
・
安
心
な

社
会
づ
く
り
に
向
け
た
環
境
保
全
の
取

組
」
を
4
つ
の
柱
と
し
て
掲
げ
、
持
続
可

能
で
豊
か
な
社
会
へ
の
変
革
に
向
け
た
本

格
的
な
第
一
歩
を
踏
み
出
す
た
め
の
施
策

を
積
極
的
に
実
行
す
る
と
し
て
い
る
。

　

こ
の
う
ち
、「
一
．」に
つ
い
て
は
25
％
削

減
に
向
け
た
道
筋
の
提
示
と
国
民
運
動
の

推
進
の
た
め
、
低
炭
素
社
会
づ
く
り
の
た

め
の
中
・
長
期
目
標
達
成
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ

策
定
費
に
2
億
3
百
万
円
、
人
と
環
境
に

優
し
い
ま
ち
づ
く
り・
地
域
づ
く
り
の
た
め
、

地
方
公
共
団
体
実
行
計
画
実
施
推
進
事
業

費
に
5
0
百
万
円
等
が
計
上
さ
れ
た
。

　

こ
の
ほ
か
、「
二
．」
に
つ
い
て
は
、
①

生
物
多
様
性
の
恵
み
を
実
感
で
き
る
国
立

公
園
等
の
実
現
、
②
人
と
い
き
も
の
が
共

生
す
る
自
然
保
護
管
理
等
の
実
現
、「
三
．」

に
つ
い
て
は
、
①
循
環
産
業
の
育
成
等
を

通
じ
た
3
Ｒ
の
戦
略
的
高
度
化
、
②
地
域

循
環
圏
の
形
成
や
ア
ジ
ア
に
お
け
る
適
切

な
循
環
の
確
保
、
③
安
全
・
安
心
な
廃
棄

物
処
理
・
リ
サ
イ
ク
ル
の
推
進
、「
四
．」

に
つ
い
て
は
、
新
し
い
課
題
を
踏
ま
え
た

国
民
の
安
全
・
安
心
の
基
盤
と
な
る
環
境

管
理
と
し
て
、
①
単
独
処
理
浄
化
槽
の
転

換
な
ど
浄
化
槽
の
更
な
る
整
備
の
推
進
、

②
漂
流
漂
着
ゴ
ミ
対
策
の
強
化
―
等
を
重

点
施
策
に
位
置
付
け
て
い
る
。

【
廃
棄
物
・
リ
サ
イ
ク
ル
対
策
関
係
予
算
】

　

廃
棄
物
・
リ
サ
イ
ク
ル
対
策
関
係
予
算

と
し
て
は
、
前
年
度
比
17
・
5
％
減
の
7

0
1
億
円
が
計
上
さ
れ
た
が
主
な
も
の
は

以
下
の
と
お
り
。

・「
地
域
循
環
圏
の
形
成
等
」

　

地
域
に
お
け
る
循
環
型
社
会
づ
く
り
を

総
合
的
に
推
進
す
る
た
め
の
施
設
整
備
や

地
域
で
の
様
々
な
先
進
的
な
取
組
を
支
援

す
る
た
め
、
廃
棄
物
処
理
施
設
・
リ
サ
イ

ク
ル
施
設
の
整
備
を
推
進
す
る
と
と
も

に
、
効
果
的
、
効
率
的
な
地
域
循
環
圏
を

形
成
す
る
取
組
を
支
援
す
る
。ま
た
、高
効

率
ご
み
発
電
等
の
導
入
促
進
、
既
設
の
廃

棄
物
処
理
施
設
の
基
幹
設
備
改
良
に
よ
る

温
暖
化
対
策
の
推
進
な
ど
、
低
炭
素
社
会

の
構
築
に
も
貢
献
す
る
循
環
型
社
会
づ
く

り
を
進
め
る
―
こ
と
と
し
、低
炭
素
型「
地

域
循
環
圏
」
整
備
推
進
事
業
に
6
4
百
万

円
等
、
循
環
型
社
会
推
進
等
経
費
に
1
億

7
2
百
万
円
、
循
環
型
社
会
形
成
推
進
交

付
金
（
公
共
・
一
般
廃
棄
物
分
）
に
3
5

1
億
2
5
百
万
円
等
が
計
上
さ
れ
た
。

・「
単
独
処
理
浄
化
槽
の
転
換
な
ど
浄
化

槽
の
更
な
る
整
備
の
推
進
」

　

市
町
村
に
よ
る
積
極
的
な
浄
化
槽
整
備

区
域
設
定
へ
の
支
援
の
取
り
組
み
を
行

い
、
浄
化
槽
の
整
備
促
進
を
図
る
こ
と
と

し
、
浄
化
槽
整
備
区
域
設
定
支
援
事
業
費

に
3
0
百
万
円
、
浄
化
槽
の
整
備
を
更
に

推
進
す
る
た
め
、
低
炭
素
社
会
対
応
型
浄

化
槽
整
備
推
進
事
業
を
実
施
し
、
単
独
処

理
浄
化
槽
か
ら
合
併
処
理
浄
化
槽
へ
の
転

換
を
推
進
す
る
等
、
浄
化
槽
整
備
に
対
す

る
国
の
助
成
制
度
の
一
層
の
充
実
を
図
る

こ
と
と
し
、
循
環
型
社
会
形
成
推
進
交
付

金
（
公
共
・
浄
化
槽
分
）
に
1
1
6
億
8

8
百
万
円
が
計
上
さ
れ
た
。　

特 集特 集 平成22年度　関係省庁予算

環 　 境 　 省環 　 境 　 省環 　 境 　 省
－「チャレンジ25」の推進、環境省重点施策の概要－

特 集 平成22年度　関係省庁予算

－「チャレンジ25」の推進、環境省重点施策の概要－
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事　　　　　項 平成21年度
予　算　額

平成22年度
予　算　額

対前年度比較
増 △ 減 額

循環産業の育成等を通じた 3Ｒの戦略的高度化 143 314 171
　・廃棄物処理・リサイクル事業連携促進 3Ｒ高度化事業 38 67 29
　・産業廃棄物処理業経営基盤安定化・振興対策検討費 0 34 34
　・使用済製品等の総合的なリユース促進事業費 5 53 48
　・使用済電気電子機器の有害物質適正処理及びレアメタルリサイクル推進事業費 100 100 0
　・自動車リサイクル推進事業費 0 10 10
　・し尿・浄化槽汚泥からのリン回収・利活用推進事業 0 50 50
地域循環圏の形成やアジアにおける適切な循環の確保 39,090 35,325 △ 3,765
　・低炭素型「地域循環圏」整備推進事業 64 64 0
　・循環型社会形成推進交付金（一般廃棄物分）（公共） 38,928 35,125 △ 3,803
　・廃棄物等の越境移動に係る国際的環境問題対策費 77 76 △ 1
　・し尿処理システム国際普及推進事業費 21 20 △ 1
　・国連廃棄物リサイクル会議開催経費 0 40 40
安全・安心な廃棄物処理・リサイクルの推進 32 229 197
　・産業廃棄物行政情報システム構築事業費 16 40 24
　・移動式廃棄物処理施設に係る基準設定検討事業 0 21 21
　・衛星画像を使った不法投棄等の未然防止等対策 16 100 84
　・処理困難なＰＣＢ廃棄物の適正処理モデル事業 0 50 50
　・海中ごみ等の陸上における処理システムの検討 0 18 18
浄化槽の更なる整備の推進 14,344 11,718 △ 2,626
　・浄化槽整備区域設定支援事業費 0 30 30
　・循環型社会形成推進交付金（浄化槽分）（公共） 14,344 11,688 △ 2,656

（単位：百万円）

廃棄物・リサイクル対策関係予算表

平成22年度環境省予算の概要

平成21年度
当初予算額

平成22年度
予算額（案） 対前年度比

（非公共） 億円 億円 ％

一 般 政 策 経 費 等 956 1,018 106.5

エネルギー特会※ 420 387 92.2

計 1,376 1,405 102.2

（公　共）

廃 棄 物 732 591 80.8

自 然 公 園 110 107 97.0

計 842 699 83.0

合 　 　 　 計 2,218 2,104 94.9
※　エネルギー特会：エネルギー対策特別会計
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特 集特 集 平成22年度　関係省庁予算

各 協 議 会各 協 議 会各 協 議 会
－関係省庁予算・施策の概要－

特 集 平成22年度　関係省庁予算

－関係省庁予算・施策の概要－

【
ダ
ム
・
発
電
協
関
係
】　

　

発
電
所
所
在
地
域
の
活
性
化
や
公
共
用

施
設
整
備
等
を
目
的
と
し
た
電
源
立
地
地

域
対
策
交
付
金
（
1
、
0
9
7
億
4
、
5

2
2
万
円
）
の
う
ち
、
水
力
発
電
施
設
周

辺
地
域
交
付
金
相
当
部
分（
水
力
交
付
金
）

と
し
て
67
億
6
、
3
7
1
万
円
（
4
7
9

市
町
村
分
）
が
確
保
さ
れ
た
。

　

同
交
付
金
は
、
昨
年
11
月
、
無
駄
な
事

業
を
洗
い
出
す
政
府
の
行
政
刷
新
会
議
の

「
事
業
仕
分
け
」
の
対
象
事
業
に
取
り
上

げ
ら
れ
た
が
、
使
途
に
つ
い
て
、「
地
方

自
治
体
の
自
由
な
判
断
で
使
え
る
形
に
す

べ
き
」
な
ど
と
の
結
論
と
な
っ
た
こ
と
か

ら
、
水
力
交
付
金
に
つ
い
て
も
、
概
算
要

求
ど
お
り
満
額
が
計
上
さ
れ
る
こ
と
と

な
っ
た
。

　

こ
の
ほ
か
関
係
予
算
と
し
て
は
、
国
産

エ
ネ
ル
ギ
ー
資
源
の
有
効
活
用
の
観
点
か

ら
、中
小
水
力
の
開
発
を
促
進
す
る
た
め
、

中
小
水
力
開
発
促
進
指
導
事
業
2
、
5
1

0
万
円
、
中
小
水
力
発
電
開
発
事
業
6
億

8
、
0
2
9
万
円
、
中
小
水
力
開
発
促
進

指
導
事
業
基
礎
調
査
委
託
費
2
億
4
、
0

5
4
万
円
が
計
上
さ
れ
た
。

【
観
光
地
協
関
係
】

　

観
光
関
係
予
算
（
観
光
庁
関
係
）
と
し

て
、
対
前
年
度
比
2
倍
の
1
2
6
億
5
、

2
0
0
万
円
が
計
上
さ
れ
、
内
、「
訪
日

外
国
人
旅
行
者
数
を
将
来
的
に
3
、
0
0

0
万
人
、
そ
の
第
1
期
と
し
て
2
0
1
3

年
ま
で
に
1
、
5
0
0
万
人
」
と
の
目
標

達
成
を
目
指
し
て
、
中
国
を
は
じ
め
と
す

る
東
ア
ジ
ア
諸
国
を
当
面
の
最
重
点
市
場

と
位
置
づ
け
、
Ｐ
Ｄ
Ｃ
Ａ
サ
イ
ク
ル
を
活

用
し
な
が
ら
、
大
規
模
か
つ
効
果
的
な
海

外
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
を
展
開
す
る
た
め
、

訪
日
旅
行
促
進
事
業
（
ビ
ジ
ッ
ト
・
ジ
ャ

パ
ン
事
業
）
と
し
て
、
8
6
億
4
、
8
0

0
万
円
が
計
上
さ
れ
た
。
ま
た
、
2
泊
3

日
以
上
の
滞
在
型
観
光
が
可
能
な
観
光
圏

の
形
成
及
び
観
光
客
の
来
訪
の
促
進
を
行

う
観
光
圏
整
備
の
取
組
を
総
合
的
に
支
援

す
る
た
め
、
観
光
圏
整
備
事
業
（
平
成
20

年
度
よ
り
開
始
）
と
し
て
、
6
億
2
0
0

万
円
が
計
上
さ
れ
た
。

【
半
島
協
関
係
】

　

半
島
振
興
関
係
予
算
（
国
土
交
通
省
関

係
）
で
は
、
半
島
地
域
の
自
立
的
発
展
を

目
指
し
、
地
域
の
多
様
な
資
源
を
活
用
し

た
産
業
の
創
出
に
つ
な
が
る
自
主
的
か
つ

継
続
的
な
地
域
づ
く
り
活
動
を
活
発
化
さ

せ
る
と
と
も
に
、
都
市
と
半
島
地
域
、
半

島
地
域
間
の
交
流
・
連
携
を
促
進
す
る
取

り
組
み
を
行
う
た
め
6
、2
0
0
万
円（
前

年
度
同
額
）
が
計
上
さ
れ
た
。

【
豪
雪
協
関
係
】

　

豪
雪
地
帯
関
係
予
算
（
国
土
交
通
省
関

係
）
で
は
、
雪
国
に
お
け
る
安
全
・
安
心

な
暮
ら
し
の
確
保
を
図
る
た
め
、
道
府
県

計
画
を
推
進
す
る
克
雪
施
設
や
高
齢
者
支

援
施
設
の
整
備
及
び
高
齢
者
世
帯
等
の
冬

期
生
活
を
支
援
す
る
体
制
の
整
備
を
実
施

す
る
「
豪
雪
地
帯
対
策
特
別
事
業
」
と
し

て
、
継
続
事
業
分
7
、
7
0
0
万
円(

前

年
度
比
38
％
減
）
が
計
上
さ
れ
た
。

　

ま
た
、
豪
雪
地
帯
の
個
性
あ
る
活
性
化

推
進
等
に
要
す
る
調
査
と
し
て
、
雪
国
に

関
す
る
行
政
ニ
ー
ズ
の
変
化
に
対
応
す
る

と
と
も
に
、
豪
雪
地
帯
対
策
特
別
措
置
法

に
関
す
る
施
策
検
討
の
基
礎
資
料
と
す
る

た
め
、
降
積
雪
状
況
、
雪
害
、
防
除
雪
施

設
等
の
自
治
体
に
係
る
基
礎
的
デ
ー
タ
の

収
集
、
分
析
を
行
う
「
豪
雪
地
帯
基
礎
調

査
」
と
し
て
1
、
5
0
0
万
円
（
前
年
度

同
額
）
が
計
上
さ
れ
た
。
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